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第１章 緒言 

 

1.1 研究の背景 

LNG 船やコンテナ船といった船舶では 20 年程度を目安に設計・建造されているが，

近年はさらに延命を図る動きもある．このような船舶では長期間にわたり安全に貨物を

運搬することが至上命題と言えるが，船舶を長期間安全に使用するに当たっての大きな

問題はその経年劣化である．船舶の経年劣化の主因としては， 

•腐食による劣化（衰耗損傷） 

•疲労による劣化（疲労損傷） 

があげられる 1.1)．本研究ではそのうち“疲労による劣化”に焦点を当てる． 

船舶では疲労損傷の早期発見は非常に重要である．このような疲労損傷対策としては，

次の 2 つの方法が通常採用されている． 

•設計及び建造段階における対策 

•就航中の保守対策 

これらはどちらが欠けても疲労損傷対策としては十分とは言えず，両者は相互を補完

する関係にあると言える． 

設計及び建造段階における対策としては，従来は経験に基づく応力集中を避ける詳細

構造を採用するなど，定性的な手法が中心であったが，近年では設計時に疲労強度設計

基準に従い構造詳細部への強度評価が行われる事が一般的である．例えば，日本海事協

会によって開発された疲労強度評価手法PrimeShip-FA(Fatigue Assessment)は幅広く

疲労設計に活用されている 1.2)-1.4)． 

就航中の保守対策とは，就航中の規則による検査，あるいは運航者の自主点検・保守

である．保守・管理には大別して事後保全と予防保全の 2 種類がある 1.1)． 

事後保全とは損傷などトラブル発生後に対応を取っていく方法であり，予防保全とは

損傷などを未然に防いでいく方法である．しかし，疲労損傷は発生した後，ある長さに

達するまでは視覚的に発見しづらいのが実情であり，疲労損傷を発見する度に類似構造

箇所を含めて切り替え・補強するという事後保全的手法が取られてきた． 

設計及び建造段階における対策では，個船の疲労寿命を考えたとき，設計基準におけ

る標準的な航路を標準的な積載で運航される場合もあれば，特定航路を特定の積載条件

で運航されている船舶もあるため，必ずしも個船の特定構造箇所の実際に蓄積した疲労
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損傷度について正確な値を与えるものではない．そのため，設計及び建造段階における

対策のみでは個船の適切かつ合理的な保守・管理に直接活用するには必ずしも十分では

ない．従って，個船に対して効果的に保守・管理を行い，長期間の安全運航の目的に供

するためには，就航中の保守対策をより技術的に発展させた予防保全的な手法が期待さ

れている． 

 

予防保全的手法は実際の特定構造箇所が受ける応力履歴あるいは疲労損傷度等の情

報を直接あるいは間接に，また簡易に得ることができるツールを利用することで，より

効果的に適用できると考えられる．この累積疲労損傷度モニタリングツールとして，い

くつかの手法が考えられるが，ここでは代表的と思われる３つの方法を次に述べる． 

 ①運航記録による方法 

 ②応力計測 1.5)による方法 

 ③疲労犠牲試験片 1.5)による方法 

①の方法では保守計画等において定められた間隔で，記録された航路や積み付けデー

タを設計段階の疲労設計手法にフィードバックして再解析することにより，その時点で

の構造に蓄積した疲労損傷度を評価することができる．この方法では，実際に蓄積され

た疲労ダメージ，応力履歴などは直接的に知ることができず，解析条件となる就航航路，

積み付け頻度が明確でなければならないなど制限がある．また，想定している海象条件

は観測値を統計処理したデータを用いるため，実際の遭遇した海象とも異なる． 

②の方法では計測された応力履歴をもとに疲労解析を行うことで応力集中が問題と

なる部材に蓄積した疲労損傷度を計算することができる．この方法においては，実際に

構造に作用した応力を用いることで，就航履歴を反映した疲労強度評価ができる．一方

で計測機器の配線やコンピュータの設置など，施工上の労力コストは少なくない． 

③の疲労犠牲試験片とは実構造で疲労損傷が発生すると思われる部位に予め貼付し

ておき，貼付期間中に実構造に先駆けて疲労損傷（疲労き裂進展）させる試験片のこと

である．したがって本手法では疲労犠牲試験片で計測されたき裂長さに，予め得られて

いる試験片のき裂進展と実構造の累積疲労損傷度を関連づける係数を掛けることで構

造に蓄積した疲労損傷度を直接的に求めることができる．また，間接的に構造に作用し

た応力履歴を推定できると共に，施工上の労力・コストが非常に軽微と言える． 

これら①～③の事情を踏まえると，③の疲労犠牲試験片は実構造の疲労損傷度のモニ

タリングと，そこから得られる疲労寿命評価の手法として最も有用であると考えられる．
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一方で，疲労犠牲試験片を用いて実構造の疲労寿命を高精度に評価するには，その実働

荷重場における疲労犠牲試験片のき裂進展長さと実構造の疲労損傷度の相関を明らか

にしておく必要がある． 

 

疲労犠牲試験片としてはこれまでにいくつか開発・実用化されている．代表的なもの

に(a)広島大学にて開発され 1.6)，（株）ジャパンテクノメイトにて実用化が進んだ疲労度

診断センサ 1.7)，(b)（株）ビーエムシーにて開発・実用化された疲労損傷度モニタリン

グセンサ 1.8),1.9)，(c)大阪大学で開発された Sacrificial Test Piece1.10)，(d)英国 The 

Welding Institute(TWI)で開発された Crack First1.11)，(e)川崎重工業（株）で開発・実

用化された疲労センサ 1.12),1.13)，が知られており，これら概要を Table 1.1 にまとめた．  

これら疲労犠牲試験片の中で，次の理由から(e)疲労センサが最も実用的と言える．

疲労センサは小型高感度を両立して，溶接部の寿命評価に有利な適用性がある点がまず

挙げられる．特に寸法に関しては他の疲労犠牲試験片が数十～数百 mm に対して，疲

労センサは十数 mm でひずみゲージと大差ないので，評価対象となる溶接部に近接し

て貼付可能である．また試験片の貼付や計測に関わる作業が簡単であり，様々な構造物

への適用実績が豊富だからである． 

 

以上の背景を踏まえると，実働荷重下における船体構造の疲労損傷を予防保全するた

めに，その疲労損傷度をモニタリングし，疲労寿命を評価するツールとして疲労センサ

が適していると考えられる． 
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Table 1.1  List of Fatigue sacrificial specimens. 

(a) Fatigue Monitoring Sensor1.6),1.7) : by Hiroshima Univ. and Japan Technomate. 

 

 

(Size) L90 x W30 x T0.5 [mm] 

(Sensitivity) 30 [MPa] 

(Installation) Gluing both ends by epoxy resin. 

(Measuring) By microscope 

(Application ex.) Highway bridges 

(b) Fatigue Damage Monitoring Sensor1.8),1.9) : by BMC. 

 

(Size) L270 x W50 x T0.5 [mm] 

(Sensitivity) ab. 20 [MPa] 

(Installation) Gluing both ends by epoxy resin. 

(Measuring) By microscope, replica or crack gauge. 

(Application ex.) Highway bridges, Railroad bridges 

(c) Sacrificial Test Piece1.10) : by Osaka Univ. 

 

(Size) L440 x W100 x T22.5 [mm] 

(Sensitivity) ab. 20 [MPa] 

(Installation) Fixation with jig-plate. 

(Measuring) By crack gauge. 

(Application ex.) Unknown 

(d) CrackFirst1.11) : by TWI 

 

(Size) L ab.50 x W ab.20 [mm] 

(Sensitivity) ab. 90[MPa] 

(Installation) Fixation with bolts. 

(Measuring) By crack gauge. 

(Application ex.) Unknown 

(e) Fatigue Damage Sensor1.12),1.13) : by Kawasaki Heavy Industries. 

 

(Size) L12xW7xT0.25 or L19xW9.5xT0.35 [mm] 

(Sensitivity) 40 or 25[MPa] 

(Installation) By instant glue or micro-spot welding 

(Measuring) By replica or microscope. 

(Application ex.) Bridges, Rolling stocks ,Ships, etc. 
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1.2 研究の目的 

 船舶は他の構造物や輸送機器と異なり，波浪による変動応力範囲は平穏時と荒天時と

の差が大きく，その応力履歴は嵐モデル 1.14)で代表されるような特性を有しており，加

えてバラスト状態とカーゴ満載状態の繰り返しによる積み付け条件の変化により, ほ

ぼ定期的に平均応力が大きく変化する 1.15)． 

鋼橋や鉄道車両・台車枠についてはその実働変動応力場が比較的安定的ということも

あり，疲労センサにより実機の疲労寿命を精度よく求められることが検証されている

1.16),1.17)．しかしながら，船舶特有の複雑な荷重条件下での船体構造の疲労寿命を疲労セ

ンサで精度よく求めるためには，航行中の荷重負荷状態における疲労センサの出力特性

と船体構造溶接部の疲労強度特性の相関を明らかにすることが肝要である．  

そこで，船体構造溶接部に波浪変動荷重と積付け荷重変化が重畳する場合の疲労セン

サによる疲労寿命推定精度向上が本研究の目的である．具体的には，船舶では遭遇する

嵐による波浪変動荷重変化や，船体積み付け状態による平均荷重変化のような変動荷重

履歴によって，疲労センサのき裂進展寿命や溶接継手部の疲労寿命に影響を与え，多く

の場合で寿命が延びる（遅延する）傾向にある．このような荷重履歴に依存した疲労寿

命の遅延特性を疲労センサや溶接継手に対して正しく見積もることで，疲労センサによ

る疲労寿命評価の高精度化を図ることにした． 

 

1.3 論文の構成 

本論文の構成は次のとおりである． 

 

第１章では「緒言」として，本研究の背景，研究の目的と概要を述べる． 

第２章の「疲労センサとその特徴」では，まず本研究で採用した疲労モニタリングツ

ールである疲労センサについてその構造や機能を説明する．また荷重状態が比較的安定し

ている橋梁を例に，従来の応力計測手法との比較結果を示しながら，疲労センサの有効性

について述べる．  

第３章の「船体構造の疲労寿命推定精度向上手法の実験的検討」では，船舶特有の複

雑な荷重条件下で，船体溶接構造の疲労寿命を疲労センサで評価するにあたり，その影

響因子に対する評価手法を示す．そしてその影響因子を踏まえて荷重履歴をモデル化し

た船体変動荷重を用いて，疲労センサと溶接継手の疲労試験や，大型構造モデルの疲労

試験を行い，疲労センサによる溶接継手の疲労寿命評価時に用いる校正係数（本論文で
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は荷重履歴影響係数や相関係数と定義する）を実験的に検討した結果について述べる．  

第４章の「荷重履歴影響係数の数値シミュレーション」では，ランダム性に富む船体

変動荷重に対して，寿命評価時に用いる校正係数を実験に依らずに汎用的に評価するた

めに確立した数値解析的手法について述べる．また，その適用範囲について述べる．  

第５章の「嵐モデルに基づく実海象を想定した荷重履歴影響係数の検証」では，前章

までの嵐内の荷重履歴のランダム性に加えて，個々の嵐の規模や遭遇する嵐の順序のラ

ンダム性も加味した校正係数の評価を目的に，船舶が航海中に遭遇する波浪による負荷

状態を模擬した嵐モデルに基づき，数値解析的に検討した結果を述べる．また，前章ま

でに定義した校正係数について比較・検証した結果を述べる． 

第６章の「頻度データを活用した疲労寿命評価の信頼性向上手法」では，疲労センサ

を適用された船舶が実航海中に受ける変動荷重状態に対して，その疲労センサの寿命評

価に用いる校正係数の妥当性を比較的簡便に検証する一手法を提案する．またその提案

手法の妥当性に関する検証結果を述べる．  

第７章は「結論」として，本研究の成果を総括する．また，今後の展望や課題を示す． 
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第２章 疲労センサとその特徴 

 

2.1 緒言 

 本章では，本研究で採用した疲労寿命モニタリングツールである疲労センサ 2.1)（開

発：川崎重工業，製造：川重テクノロジー）を対象として，その構造，機能，および疲

労寿命評価に関する従来のひずみ計測手法との比較結果を概説するとともに，溶接構造

物への適用事例として橋梁の例を示す．  

 

2.2 疲労センサの基本構造・機能 

疲労センサの基本構造を Fig.2.1 に示す．人工ノッチを有するセンサ箔とベース箔が

２枚重ねとなっており，センサ箔の両端がベース箔に接合された構造となっている．箔

の接合には微小抵抗溶接が用いられる．なお，材質はセンサ箔が純ニッケルであり，ベ

ース箔が高 Ni 不変鋼インバーである．一定の大きさ以上の負荷を繰返し受けると，こ

のセンサ箔の人工ノッチを起点として疲労き裂が進展する特性を有している． 

 

 

Fig.2.1  Fatigue Damage Sensor (FDS) 

 

疲労センサによる溶接継手部の疲労ダメージ評価フローを Fig.2.2 に示す．疲労セン

サを繰返し応力にさらされる構造部材の溶接線近傍表面（例えば溶接継手のホットスポ

ット応力代表位置や，公称応力を代表し得る位置）に貼付し，センサ箔では繰返しひず

みを増幅させることにより，溶接部が疲労損傷するよりも短期間でセンサ箔上にき裂が
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形成され，疲労センサのき裂進展を促進する仕組みとなっている．したがって疲労セン

サを貼付し，ある一定期間の後に疲労センサ上に生じるき裂長さの増分a は疲労セン

サに蓄積される疲労ダメージ DSを代表する． 

また，Fig.2.2 に示すように，ある任意の応力範囲での溶接継手部の破断繰返し数

を N，また疲労センサのき裂進展長さがa に達するときの繰返し数を NSとおくと，両

者の S-N 線図は次式で表される． 

 

溶接継手部 ： m・N=CW    (2.1) 

疲労センサ ：  n・NS=C S(a)  (2.2) 

 

 

Fig.2.2  Flow of fatigue life evaluation using FDS. 

 

 

Ns/N=αk 
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ここで m，n はそれぞれ溶接部および疲労センサの S-N 線図の傾きを決める指数，

CWは溶接継手部の疲労強度で決まる定数，CS(a)はセンサき裂進展長さa の関数であ

る．このとき溶接継手部の疲労ダメージ DW と，疲労センサの疲労ダメージ DS の比率

kは次式で表される． 

 

k=DW/DS=NS/N=(CS(a)/n)/(CW/m)  (2.3) 

 

ここで溶接継手と疲労センサの S-N 線図の傾き m と n が等価である 2.1～2.3)という特

性を利用すると(2.4)式が成立し，すなわち応力レベルによらず，k は疲労センサのき

裂進展長さa のみで一義的に求まる． 

 

k= DW/DS=NS/N=CS(a)/CW  (2.4) 

 

さらに後述の通り，一定振幅荷重下では疲労センサのき裂進展長さと繰返し数は比例

関係にあるので，(2.4)式のkとa には線形則が成り立つ．以上より，DWは DSと比例

関係にあり，k は一定振幅荷重下での疲労センサ特性取得疲労試験により求められ，

溶接継手形式毎に定まる，溶接継手部と疲労センサの疲労ダメージ相関係数を表す 2.4)．

なお，ここで定義した相関係数k は，主に確率・統計分野において２つの確率変数の

線形関係性の強弱を測る指標として用いられる相関係数とは異とするものである．DW

の評価に必要となる溶接継手の S-N 線図は，疲労照査応力（例えばホットスポット応

力や公称応力）や溶接継手形式に依り，世の中の疲労設計指針（例えば参考文献 2.5）

に記載のものを利用しても良い． 

前述の通り，一定振幅荷重下では疲労センサのき裂進展長さと繰返し数が比例関係に

あることを次に示す．一定振幅荷重下での疲労センサ特性取得疲労試験の一例として，

最も汎用的に用いられている，ひずみ範囲下限値th が 190（この値以上のひずみ範

囲に対して反応する）の疲労センサ（KFS040F：寸法 12×7.0×t0.25[mm]）2.6)のき裂

進展特性を Fig.2.3 に示す．なお，ひずみ範囲 190は鋼材に対する応力範囲としては

40MPa に相当する．Fig.2.3 は疲労センサ 3 枚を JIS-SS400 鋼板（板厚 8mm）へ瞬間

接着剤にて貼付け，その板材にひずみ範囲=480の引張圧縮ひずみ範囲（ひずみ比＝

最小ひずみmin／最大ひずみmax=－1）を繰返し付与した場合の試験結果である． 

ここで Fig.2.3 の縦軸は疲労センサのき裂長さ a をセンサ箔の幅 W で無次元化した
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もので，横軸は負荷の繰返し数 N を貼付した疲労センサ３枚の平均破断寿命 Nsfで無次

元化した．この図に示されるように，負荷が一定振幅下であれば，疲労センサのき裂進

展長さと繰返し数が比例関係にあることを表している．なお，疲労センサには本タイプ

KFS040F に加え，さらに高感度なタイプである KFS025F（th=120，寸法

19×9.5×t0.35[mm]）2.6)の２つのタイプが実用化されている． 

 

Fig.2.3  Crack growth length of FDS to loading cycles. 

 

 

また疲労センサ 2.1)には，以下に示すような特長が挙げられる． 

① 小型・高感度 

センサ箔に人工ノッチ部の薄肉化によるひずみ増幅機構を設けることで，疲労センサ

の小型化かつ高感度化を実現した．したがって診断対象となる溶接部近傍へ疲労センサ

を適用でき，比較的小さい繰返し応力に対しても疲労センサは反応する．また，疲労セ

ンサの製造段階でセンサ箔に予張力を付与して，センサ箔が弛緩しにくくしているので，

繰返し圧縮応力場でも疲労センサは反応し，そのき裂進展特性は平均応力の影響が比較

的小さいことが確認されている 2.1),2.3)． 

② センサ出力安定 

センサ箔製造にフォトエレクトロフォーミングと呼ばれる精密製法を採用し，材質が
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均一で，寸法精度が確保されているため，疲労センサのき裂進展特性は安定しており，

信頼性の高い寿命予測を実現できる． 

③ 貼付作業が簡単 

瞬間接着剤で部材に貼り付けるだけなので取扱いが容易である．部材との接着を担う

ベース箔は受感部であるセンサ箔と分けられており，疲労センサの出力は貼付作業者や

貼付状況の違いによる影響を受けにくいように配慮されている． 

④ 計測作業が簡単 

センサ箔のき裂進展長さの計測には，計測器，配線，電源は一切不要であり，拡大鏡

などで直接センサから読み取るか，レプリカ法 2.7)が用いられる．これは，き裂像をフ

ィルムに転写し，拡大鏡などを用いてその転写像からき裂長さを間接的に計測する方法

である．疲労センサのき裂のレプリカ拡大像を Fig.2.4 に示す．レプリカ法では点検時

のフィルムを保管しておけば，後日でも計測可能であり，記録としても残せるという点

で有益な手法である． 

 そのほか，疲労センサの原理などについて付録 A に説明を加えた． 

 

 

 

Fig.2.4  Sample replica of crack on FDS. 
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2.3 溶接構造物の疲労寿命評価手順 

橋梁や船舶に代表される溶接構造物は，ストック資産の長寿命化を図ることが求めら

れている．損傷発見のため，目視，磁粉探傷，浸透探傷，超音波探傷や高機能な計測装

置による定期的な点検・検査が行なわれており，その調査・診断結果によっては延命策

として補修や補強が行われている 2.8)．これらの検査法は通常，き裂・腐食・変形など

の異常を見つけ出す事後保全的なものであり，き裂など将来発生しうる欠陥を予測する

予防保全的なものではない．もし疲労き裂の発生時期が事前に予測できるのであれば，

小規模の補修・補強で十分であったり，定期的検査の間隔を延ばせるなど，コスト削減

が期待できる．溶接構造物に対する疲労寿命評価手順について，疲労センサを用いた方

法と従来のひずみゲージによる応力頻度測定に基づく方法 2.8)の比較を Fig.2.5 に示す．

疲労センサによる疲労寿命評価は，従来のひずみゲージによる手法と比べると長期間の

評価や測定点数が多い場合の適用が容易と考えられる．Fig.2.2 の手順に示すように供

用中の溶接構造物に疲労センサを一定期間（数ヶ月から数年）貼付し，その間に検出し

た疲労センサでのき裂長さから構造部位の疲労寿命が推定できる．  
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Fig.2.5  Comparison of fatigue remaining life estimation methods for welded 

structures (ex. bridges) using strain gauge and FDS. 
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2.4 検証実験と適用事例 

2.4.1 模型実験 

橋梁などの鋼構造物に適用した場合の寿命診断性能を検証するため疲労実験を実施

した．実験供試体は Fig.2.6 に示すプレートガーダー模型であり，スカラップ他，鋼橋

で見られる各種溶接構造ディテールを有している．供試体は Fig.2.7 に示すとおり，支

間長 3m の中央において，疲労試験機により一定荷重範囲 294kN の動的載荷（荷重比

R=最小荷重 Pmin／最大荷重 Pmax=0.1）を行っている．実験の荷重載荷は Table2.1 に示

すように，静的荷重試験の後，疲労試験のフェーズ１（疲労センサに反応が現れる段階），

フェーズ２（実験供試体の対象部位にき裂が発生する段階）の各段階に分けて行った．

静的荷重試験では応力集中ゲージやひずみゲージにより，対象部位の応力発生状況を把

握した．対象部位の応力集中ゲージや疲労センサの貼付位置は，Fig.2.8 に示すとおり

である．フェーズ１では，疲労センサを貼り付けて，代表的な繰返し数ごとに対象部位

の疲労センサの反応を調査した．なお，疲労センサにはひずみ範囲下限値th が 190

（鋼材 40MPa 相当）のものを用いた．またフェーズ２では，設置していた疲労センサ

を剥がし，同じ位置にひずみゲージを貼付している． 

フェーズ１ではスカラップ部２箇所（Fig.2.6 に示す C2，C4 部位）に貼付した疲労

センサにき裂が発生していたので寿命評価を実施した．Fig.2.9 にはスカラップ部にお

ける繰返し数に対するひずみ範囲低下率（=ひずみ範囲／初期ひずみ範囲0）とそれ

らの表面き裂長さの関係を表している．また，Fig.2.9 には疲労センサで計測されたき

裂長さから評価できる寿命範囲とひずみゲージにて計測されたホットスポット応力範

囲 2.9)から日本鋼構造協会（JSSC）疲労設計線 2.5)の強度等級Ｅを用いて算定した寿命

を表示している．なお，Fig.2.9 中の”Design Life”は設計線レベル，”Average Life”

はバックデータ平均線レベルである．供試体は繰返し数 30 万回程度より，表面き裂の

進展が見られ，き裂発生の指標であるひずみ範囲低下率も 1.0 から徐々に小さくなって

きている．疲労センサによる寿命予測の平均値である繰返し数約 70 万回付近にて，ひ

ずみ範囲が低下していき，き裂も約 20mm に至っていることがわかる．したがって，

一定荷重振幅に晒されるスカラップ溶接部に対する疲労センサ適用精度を確認できた

と言える． 
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Fig.2.6  Test beam model schematic. 

 

 

Fig.2.7  Test beam model under three point bending. 

 

Table2.1  Loading phases and conditions. 

Phase Static Cyclic 1 Cyclic 2 

Purpose 
Stress distribution 

measurement at welds 
Remaining life 

prediction by FDS 
Verification of fatigue 

cracks 

No. of Loading 1 
5.0  10

3～ 
1.7  10

5
 

3.5  10
5～ 

Load/load range 294 kN 294 kN 294 kN 

Load ratio R
*2.1

 --- 0.1 0.1 

*2.1  R：minimum load over maximum load 
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Fig.2.8  Location of strain gauge and FDS stuck near weld. 
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(1) C2 point of cope hole. 

 

 

 

(2) C4 point of cope hole. 

Fig.2.9  Fatigue crack predictions and actual results. 
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2.4.2 適用事例 

旧日本道路公団（現在の中日本高速道路株式会社）中央自動車道の逆ローゼ上路アー

チ橋（Fig.2.10）の橋桁溶接部①～⑤（Fig.2.11）に対して，疲労センサのき裂進展量

の計測（７ヶ月間）とひずみゲージによる応力頻度計測（３日間）にて，両者による疲

労寿命の推定値を比較した結果を Table2.2 ならびに Fig.2.12 示す．両者は満足のいく

相関を示し，疲労センサによる寿命診断法が妥当であることが確認できた．なお，寿命

評価に使用した S-N 線図は JSSC 疲労設計指針 2.5)の強度等級 E または G で，評価対

象ごとの継手形式に適した方を用いた．また，使用した疲労センサはひずみ範囲下限値

thが 190（鋼材 40MPa 相当）のものである．ひずみゲージでは実測した時系列デー

タをレインフロー法にて応力頻度データに変換し，JSSC 疲労設計指針に準拠した線形

累積損傷則にて寿命を評価した． 

同様に岩手県道の鈑桁橋 2.10)，鉄道用トラス橋 2.11)，阪神高速道路の橋脚 2.12)でも疲労

センサによる疲労寿命診断の信頼性を検証した例がある．その他に国道２号線新加古川

大橋での補強効果確認などの成果がある 2.13)．また，橋梁以外では鉄道車両の台車枠に

疲労センサを適用して，妥当な寿命評価を得た例がある 2.3)． 

2.2 節で述べたとおり，疲労センサのセンサ箔には製造時に比較的大きな予張力を付

与しているので，疲労き裂進展時のき裂閉口現象に起因する応力振幅の変動に対する影

響や平均応力に対する影響が比較的小さいと考えられる．また，橋梁や鉄道車両の台車

枠の外力状態は，応力振幅の変動や平均応力の変動が比較的穏やかと考えられる．例え

ば道路橋ではその疲労被害度の大半は大型車の通行に起因するとされる 2.14)が，大型車

の積載重量や軸重には制限が加えられており，通常状態から大きく逸脱するような荷重

は生じにくいと考えられる．また鉄道車両の台車枠では，台車枠に作用する荷重の多く

は車両の自重に起因し，保守された軌道上を安定的に走行するなかで過大な荷重は生じ

にくい．これらの事情から荷重の変動状態が比較的安定している橋梁や鉄道車両の台車

枠では，一定応力振幅下で取得した疲労センサと溶接継手の相関係数k に基づいて評

価された疲労寿命でも概ね妥当な値を与えると考えられる． 
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Unit of length : mm 

Fig.2.10 Steel bridge applied FDS. 

 

 

 

Fig.2.11  Locations of FDS to steel bridge. 

 

12×7500=90,000 23,000 23,000 

20,000 

① 

② 

③→ 

④↓ 

⑤↓ 
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Table2.2 Fatigue life evaluations of welded joints. 

No. ① ② ③ ④ ⑤ 

Joint types *2.2 *2.2 *2.3 *2.4 *2.4 

Strength categories E E G G G 

Fatigue life evaluation by 

FDS*2.5 
19 1.8 11 15 70 

Fatigue life evaluation by 

stress measurement*2.5 
33 0.79 13 9.5 36 

*2.2  Cruciform welded joint (Complete penetration) 

*2.3  Joints with fillet welded cover plate 

*2.4  Welded joints with copes 

*2.5  unit : year 

 

 

 

Fig.2.12  Evaluated fatigue life comparison of FDS with stress measurement 

method. 
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2.5 結言 

 ２章では本研究で採用した疲労センサの特徴について述べた．評価対象となる溶接継

手部と疲労センサの S-N 線図の傾きが等価であるという特性を利用すると，疲労セン

サの出力値であるき裂長さと溶接継手部の疲労ダメージには負荷応力範囲に依らずに

線形関係が成り立ち，簡便に溶接継手の疲労寿命を推定できる．また，一定荷重振幅下

において疲労センサで推定した疲労寿命は，構造物の溶接継手部の実際の疲労寿命と比

較的良好に整合することが疲労試験にて確認されている．さらに実際に運用されている

橋梁においても，その荷重振幅は比較的安定的であるため，疲労センサで推定した疲労

寿命は，従来のひずみ計測による応力頻度分布から線形累積損傷則にて推定する疲労寿

命とも比較的良好に整合することが確認されている．以上のように疲労センサは溶接継

手部の疲労寿命を妥当に評価し得ると言える． 
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第３章 船体構造の疲労寿命推定精度向上手法の実験的検討 

 

3.1 緒言 

 前章で述べたとおり，橋梁などではその実働荷重下で，疲労センサにより実機の疲労

寿命を精度よく求められることが検証されている．しかしながら，船舶特有の複雑な荷

重条件下での船体構造の疲労寿命を疲労センサで精度よく求めるためには，航行中の荷

重負荷状態における疲労センサの出力特性と船体構造溶接部の疲労強度特性（疲労寿命

の遅延特性）の相関を明らかにすることが必要である． 

そこで本章では，船体構造溶接部に嵐に起因する波浪変動荷重と積載起因の平均応力

変化が重畳する場合の疲労センサによる疲労寿命推定精度向上を目的して，波浪変動荷

重と平均応力変化が重畳する条件下で疲労センサの特性取得試験，十字隅肉溶接継手の

疲労強度試験，および船体構造モデル試験体を用いた疲労センサのモニタリング精度検

証試験を実施した． 

また，特に大型船では船体に励起される固有振動起因のいわゆる Whipping 現象が知

られており 3.1)，それによる船体の疲労が問題となる場合があるので，このような高周

波な応力波形に起因する疲労ダメージについても疲労センサが合理的に検出可能であ

ることが望まれる．そこで嵐起因の低周波な波浪変動荷重に高周波の Whipping が重畳

した場合について疲労センサの出力特性を確認する試験を行った． 

 

3.2 荷重履歴影響係数と相関係数 

疲労センサを溶接線近傍表面に，ある一定期間適用し，その間に疲労センサ上に生じ

るき裂長さの増分a は疲労センサに蓄積される疲労ダメージ DSを代表する．前章でも

述べたが，溶接継手部の疲労ダメージ DW は(3.1)式で表されるように，DS と比例関係

にある． 

 

DW =k・DS                (3.1) 

 

ここで，k は一定振幅荷重下での疲労センサ特性取得疲労試験により求められ，溶

接継手形式毎に定まる，溶接継手部と疲労センサの疲労ダメージ相関係数である． 

しかし，船舶では遭遇する嵐による波浪変動荷重変化や，船体積み付け状態による平
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均荷重変化のような変動振幅荷重履歴が，(3.1)式が成立する一定振幅荷重下に比べて，

疲労センサのき裂進展寿命や溶接継手部の疲労寿命に影響を与え，多くの場合で寿命が

延びる（遅延する）傾向にある．ここで，疲労センサと溶接継手部が同じ負荷状態であ

れば，変動振幅荷重下と一定振幅荷重下の違いにより生じる，疲労センサや溶接継手部

の疲労ダメージに及ぼす影響度合いには相関があると予想し，それを荷重履歴影響係数

と定義して(3.2)式で表すことにした． 

 

st = k・wt  ,  st = k・wt        (3.2) 

 

ここで，は嵐による波浪変動荷重変化に対する荷重履歴影響係数を表す．そのうち

st は平均応力が引張状態において，変動振幅荷重下とその等価一定振幅荷重下との負

荷の違いにより疲労センサに生じる疲労ダメージ（き裂進展寿命）の比率を表す．また

wt は溶接継手部に対して同様に定義される疲労ダメージ（疲労寿命）の比率を表す．

さらには船体積み付け状態による平均荷重変化に対する荷重履歴影響係数を表す．そ

のうちstは平均応力が引張状態のみで波浪変動荷重変化を受ける場合と，平均応力が引

張状態と圧縮状態が交互に繰り返される中で波浪変動荷重変化を受ける場合との違い

における疲労センサのき裂進展寿命の比率を表す．また，wt は溶接継手部に対して同

様に定義される疲労寿命の比率を表す．k, kは各々の荷重履歴影響係数の相関係数を

表す．なお，ここで定義した相関係数 k, kは，主に確率・統計分野において２つの確

率変数の線形関係性の強弱を測る指標として用いられる相関係数とは異とするもので

ある． 

相関係数 k, kを用いることで，波浪変動荷重と平均応力変化が重畳する条件下での

溶接継手部と疲労センサの疲労ダメージの相関は(3.3)式で表される． 

 

DW = k・k・k・DS    (3.3) 

ただし，平均応力変化が重畳しない場合は k=1 とする． 

 

これにより船体構造溶接部に対して，波浪変動荷重と平均応力の変化が重畳する条件

下での疲労寿命推定精度の向上が図れると考えた． 

  



26 

 

3.3 疲労試験 

3.3.1 波浪変動荷重の負荷パターン 

疲労試験に用いた嵐を模擬した波浪変動荷重パターンの設定要領について以下に述

べる． 

ある船舶の上甲板付船体中央縦通肋骨の縦曲げ応力を 2.5 年に亘り２時間おきに 20

分間を 1 ブロックとして，合計１万ブロックの計測データがある．この計測期間に遭遇

した５回の嵐の前後データを抽出して，縦軸を無次元化したうえで，嵐のピークを頂点

に重ね合わせた線図を Fig.3.1 に示す．そして Fig.3.1 に示すように，5 回の嵐の平均

線から，嵐のピークを頂点に嵐前後で対称となるように調整した平均線をさらに求めた．

この嵐のピークで対称化した平均線のうち，ピーク値の 40%以上を疲労ダメージに大

きく寄与する部分と見なし，この部分に相当する嵐のピーク前後約 16 時間分の時系列

データを 1 ステップの標準嵐波形（Standard Storm Waveform: SSW）と定義した．

標準嵐波形は Fig.3.2 に示すように，1 ブロック当たり 20 分間相当の時系列データを合

計 49 ブロック（ブロック No.-24～24）順列させて構成した．この標準嵐波形の構成に

用いた各ブロックの時系列データには２種類の基本型（波形データ①と②）を用いた．

嵐のピーク時の最大応力範囲max,0 に比して，各ブロックの最大応力範囲max, i が

0.75 倍以上の場合には Fig3.3 に示す波形データ①を，0.75 倍未満の場合には Fig3.4

に示す波形データ②を用いた．波形データ①は 2.5 年間の実船計測期間で嵐のピーク時

に計測された１ブロック分の時系列データであり，波形データ②はピーク時より応力範

囲が半分となる波形が計測されたときの１ブロック分の時系列データである．そして

Fig.3.2 に示す標準嵐波形を構成する各ブロックの最大応力範囲max, i と，ブロックを

構成する時系列データ（波形データ①または②）の最大応力範囲が一致するように,ブ

ロック内の応力範囲の時系列データを一律に増減幅したうえで，各ブロックを Fig.3.2

に示す順序に並べて標準嵐波形の時系列データとした．なお，実測した波形データ①と

②には Whipping 成分が重畳されているが，ここでの検討では高周波な Whipping 成分

をローパスフィルタで除去したデータを用いた．Whipping 成分が波浪変動荷重に重畳

した場合の影響については 3.6 節にて述べる． 

また，嵐の負荷パターンの違いによる影響を評価するため，Fig3.2 に示すように標

準嵐波形とは異なる２種類の負荷パターンによる疲労試験も行った．一つの波形は標準

嵐波形に比べて嵐の周期が長い“嵐波形 A”（Storm Waveform-A: SWA）で，もう一つ
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は標準嵐波形に比べて嵐の周期が短い “嵐波形 B”（Storm Waveform-B: SWB）であ

る．このように，2.5 年に亘る実船での縦曲げ応力モニタリング結果を参考に，船舶が

実際に遭遇し得る嵐の負荷パターンを各々モデル化して疲労試験に用いた． 

 

 

Fig.3.1 Definition of standard storm shape. 

 

Fig.3.2 Storm shapes composed with block loads. 
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Fig.3.3 Wave data ○1  using storm waveform. 

 

 

 

Fig.3.4 Wave data ○2  using storm waveform. 
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これら標準嵐波形，嵐波形 A，嵐波形 B について，平均応力が引張側 50MPa と圧縮

側－50MPa で交互に負荷する場合の 2 ステップ分の時系列データ例を Fig.3.5～3.7 に

それぞれ示す．疲労センサの応力範囲に対する適用上限を考慮して，波浪変動荷重の最

大応力範囲は 200MPa に設定した．また，疲労センサのき裂進展に寄与しない応力範

囲 20MPa 未満は削除した．なお標準嵐波形と嵐波形 A と B とでは波形データ①と②

の構成比率が異なるため，１ステップ中の時系列データ数（Count）が異なっている． 

一定振幅荷重下に対する変動荷重下でのき裂進展の遅延度合いをあらわす荷重履歴

影響係数を求めるため，嵐波形の負荷パターンに対して線形累積損傷則に基づき，疲労

ダメージが同じとなる等価一定応力範囲を(3.4)式および(3.5)式で算出し，その応力範囲

を負荷する疲労試験も行った． 

 

 ∆𝜎𝑛,𝑒𝑞 = {∑(∆𝜎𝑛,𝑖
𝑚 ∙ 𝑛𝑖)

𝑖

∑𝑛𝑖
𝑖

⁄ }

1/𝑚

 (3.4) 

 

 𝑛𝑒𝑞 =∑𝑛𝑖
𝑖

 (3.5) 

 

ここで，疲労センサを貼付した鋼板および溶接継手に作用させる公称応力をnとし，

嵐波形による変動公称応力範囲n,i とその頻度 ni に対して，等価公称応力範囲n,eq

とその等価繰返し数 neqとおく．また(3.4)式中の m は S-N 線図の傾きをあらわす指数

で，疲労センサおよび溶接継手は m=3 とおける．このとき標準嵐波形の等価公称応力

範囲は64MPaとなる．また嵐波形Aと嵐波形Bの等価公称応力範囲はそれぞれ77MPa

と 53MPa となる． 
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Fig.3.5 Time-varying changes of alternate tensile and compressive stress ranges 

under consecutive standard storm waveform loads excluded whipping vibration. 

 

 

Fig.3.6 Time-varying changes of alternate tensile and compressive stress ranges 

under consecutive storm waveform-A loads excluded whipping vibration. 
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Fig.3.7 Time-varying changes of alternate tensile and compressive stress ranges 

under consecutive storm waveform-B loads excluded whipping vibration. 

 

 

3.3.2 疲労センサの特性取得試験 

板厚 8mm の JIS-SS400 鋼板に対して，船舶などを対象とした長期間モニタリング

に適する貼付方法である微小抵抗溶接 3.2)により，疲労センサを試験毎に 3枚貼付した．

室温大気中の環境下にて電気油圧サーボ式疲労試験機で，疲労センサを貼付した鋼板に

所定の繰返し応力（公称直応力）を負荷し，疲労センサのき裂進展長さを適時計測した．

試験に用いた疲労センサには，標準的なタイプである，ひずみ範囲下限値th が 190

（鋼材の応力範囲 40MPa 相当）の疲労センサ（標準型：KFS040F）を用いた． 

 

(1) 標準嵐波形を用いた疲労試験 

Fig.3.8 には標準嵐波形を作用させた場合の疲労センサ特性取得試験結果を示す．標

準嵐波形のステップ数に対して，3 枚の疲労センサ上に生じたき裂長さ a を疲労センサ

幅 W で無次元化した値をそれぞれ●，▲，■印でプロットし，同時にそれらの平均を

実線で示す．また，比較対象となる等価一定応力範囲を作用させた場合の試験結果を○，

△，□印でプロットし，同時にそれらの平均を破線で示す．平均応力が引張側のみで行
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われた標準嵐波形と，その等価一定応力範囲に対する疲労センサのき裂進展履歴の比較

から，疲労センサの荷重履歴影響係数はst=2.5 が得られる．なお，Fig.3.8 では同様に

平均応力が圧縮側のみで行われた試験における疲労センサのき裂進展履歴も示してい

るが，圧縮側のみでは 3 枚の疲労センサのき裂進展履歴の個体差が比較的大きく，一部

の疲労センサではき裂進展速度が大幅に低下している．これは疲労センサを鋼板に微小

抵抗溶接で貼付したため，圧縮荷重負荷時にセンサ箔が座屈挙動を示し，疲労センサ上

のき裂進展が不安定になったのが一因と推測される．このことは接着剤により疲労セン

サを貼付した場合は，常時圧縮状態においても出力の安定性が改善されるという試験結

果に矛盾しない．船舶では，疲労センサの点検は就航後の修繕ドック毎に実施されるこ

とを想定し，長期モニタリングに適した微小抵抗溶接での疲労センサ貼付を前提として，

疲労センサの出力が安定している引張負荷状態のデータを基準に疲労センサの荷重履

歴影響係数を算出することとした． 

 

 

 

Fig.3.8  Results of fatigue tests for FDSs under tensile and compressive standard 

storm waveform loads comparing with their equivalent nominal loads. 
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Fig.3.9 には，同様の試験片を用いて，標準嵐波形についてその平均応力が引張側と

圧縮側を交互に負荷した（Fig.3.5 に示す時系列波形の）場合の疲労センサのき裂進展

履歴を示す．この場合，標準嵐波形を引張側のみ作用させた場合と同様に，3 枚の疲労

センサのき裂進展履歴の個体差は比較的小さく，疲労センサは安定した出力を示してい

る．両者のデータを比較して，荷重履歴影響係数st=1.2 が得られた． 

 

 

 

Fig.3.9  Results of fatigue tests for FDSs under alternate tensile and compressive 

standard storm waveform loads comparing with tensile standard storm waveform 

loads. 

 

 

(2) 嵐波形 A を用いた疲労試験 

嵐波形 A を負荷して前項同様の疲労試験を行った．Fig.3.10 には平均応力が引張側

のみまたは圧縮側のみで行われた試験における疲労センサのき裂進展履歴を示す．また，

Fig.3.11 には平均応力が引張側と圧縮側を交互に負荷した（Fig.3.6 に示す時系列波形

の）場合の疲労センサのき裂進展履歴を示す．この嵐波形 A に対してはst =1.5，st=2.3

が得られた． 
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Fig.3.10  Results of fatigue tests for FDSs under tensile and compressive storm 

waveform-A loads comparing with their equivalent nominal loads. 

 

 

 

Fig.3.11  Results of fatigue tests for FDSs under alternate tensile and compressive 

standard storm waveform loads comparing with tensile storm waveform-A loads. 
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(3) 嵐波形 B を用いた疲労試験 

嵐波形 B を負荷して前項同様の疲労試験を行った．Fig.3.12 には平均応力が引張側

のみまたは圧縮側のみで行われた試験における疲労センサのき裂進展履歴を示す．また，

Fig.3.13 には平均応力が引張側と圧縮側を交互に負荷した（Fig.3.7 に示す時系列波形

の）場合の疲労センサのき裂進展履歴を示す．この嵐波形 A に対してはst =3.3，st=0.83

が得られた． 

 

 

 

Fig.3.12  Results of fatigue tests for FDSs under tensile and compressive storm 

waveform-B loads comparing with their equivalent nominal loads. 
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Fig.3.13  Results of fatigue tests for FDSs under alternate tensile and compressive 

standard storm waveform loads comparing with tensile storm waveform-B loads. 

 

 

3.3.3 溶接継手の疲労試験 

溶接部に対して２章で定義した各荷重履歴影響係数wt，wtを求めるために，Fig.3.14

に示す荷重非伝達型十字隅肉溶接継手試験片（材質：SM400B．板厚 9mm）を用いて

疲労センサの特性取得試験と同一環境下で軸力疲労試験を実施した． 

 

 

 

Fig.3.14  Fatigue test specimens for welded joints. 
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試験結果の一例として，Fig.3.5 に示す標準嵐波形を作用させた場合の S-N データ（等

価公称応力範囲と破断繰返し数の関係）を Fig.3.15 に●，▲印でプロットする．2 点の

●印は平均応力が引張側のみを付与した場合の試験データ 2 回分を表す．また，2 点の

▲印は平均応力が引張側と圧縮側を交互に負荷した場合の試験データ 2 回分を表す．ま

た，平均応力を引張側の標準嵐波形と同じ 50MPa に合致させたうえで，一定応力範囲

で取得した S-N データを□印でプロットし，S-N 線図の傾き m を 3 とした場合の最小

二乗近似線を破線で示す．平均応力が引張側のみで行われた標準嵐波形に対する S-N

データ平均線と，一定応力範囲に対する S-N データ平均線の比較から，両者の寿命比

で定義される溶接継手の荷重履歴影響係数wt には 1.2 を得た．また，標準嵐波形の引

張側のみ作用させた S-N データ平均線と，引張側と圧縮側を交互に作用させた S-N デ

ータ平均線との比較から，両者の寿命比で定義される溶接継手の荷重履歴影響係数wt

には 1.0 を得た． 

同様の試験を嵐波形 A と嵐波形 B に対しても行い，嵐波形 A ではwt=0.81，wt=2.0

を得た．嵐波形 B ではwt=1.6，wt=0.92 を得た． 

 

 

Fig.3.15  Results of fatigue tests for welded joints under tensile only or alternate 

tensile and compressive standard storm waveform loads comparing with their 

equivalent nominal loads. 
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3.4 相関係数 

 前節で示した疲労センサと溶接継手の疲労試験結果より得た，嵐波形毎の荷重履歴影

響係数とを Fig.3.16 と Fig.3.17 に示す．Fig.3.16 によると，波浪変動荷重に起因す

る疲労センサの荷重履歴影響係数st は，溶接継手のwt よりも値が大きくなっている．

嵐のような変動振幅荷重場における疲労センサのき裂進展の遅延度合いへの影響は，き

裂先端の塑性化に起因している．それに比べて，溶接継手の疲労寿命ではき裂進展が支

配的とは言え，実際にはき裂発生に要する寿命も無視できないので，相対的に遅延の度

合いが小さくなったと考えられる． Fig.3.17 に示す積み付け条件変化に起因する荷重

履歴影響係数についても，疲労センサの stは，溶接継手の wtよりも値が大きくなる傾

向が認められた． 

 嵐波形の違いによる影響に着目すると，標準嵐波形（SSW）の場合と比べて嵐の周

期が長い嵐波形 A（SWA）の場合ではstは小さく， stは大きくなる傾向があった．反

対に嵐の周期が短い嵐波形 B（SWB）の場合ではstは大きく， stは小さくなる傾向が

あった．すなわち嵐起因の波浪変動荷重と平均応力変化が重畳する場合，両者のき裂進

展特性に与える遅延の度合いは相反する関係にあることが推察される．例えば，嵐波形

B のほうが，嵐波形 A に比べて，海象が穏やかな状況から嵐のピークへ急激に到達す

るので，波浪によるき裂進展特性に与える遅延の影響は大きくなる分，そこに重畳する

急激な平均応力の変化に対しては，さほど敏感ではなくなるのではないかと考えられる． 

 (3.2)式で定義される相関係数kとkについてもそれぞれFig.3.16とFig.3.17に示す．

今回の試験に用いた嵐波形の負荷パターンの範囲においては，kは 2.1～1.9 の範囲と

なった．また，kは 1.2～0.90 の範囲となり，平均応力変化の遅延より波浪変動荷重に

よる遅延の方が大きいと言える．そして波浪変動荷重と平均応力変化が重畳する条件下

では，(3.3)式に基づいて，疲労センサの出力から船体構造溶接部位の疲労寿命推定を行

う際の修正に用いる値となる相関係数の積 k・kは，Fig.3.18 に示すように 2.5～1.8

の範囲にあるが，代表的な嵐波形を表す“標準嵐波形”の場合に 2.5 と最も大きく，こ

の値を用いることを推奨したい．なお，この値は嵐波形の最大応力範囲を疲労センサの

応力範囲に対する適用上限 200MPa に設定した試験結果に基づく．別途に実施した標

準嵐波形の最大応力範囲を 100MPa に設定した試験結果では，相関係数の積 k・kは

2.3 となり，嵐波形の最大応力範囲が小さくなると，k・kもやや小さくなる傾向がで

たが，最大応力範囲の大きさにより，k・kが大幅に変わるものではないと推察される． 
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Fig.3.16  Correlation factor k between st and wt. 

 

 

 

Fig.3.17  Correlation factor k between st and wt. 
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Fig.3.18  The product of k by k. 

 

 

 以上の結果を踏まえ，相関係数の積 k・kを 2.5 とおくと，溶接継手部の疲労ダメー

ジは DW=2.5・k・DSで表される．また，嵐による波浪変動荷重がおよそ引張側で，平

均応力変化を無視できる場合には，標準嵐波形の k=2.1 を用いることを推奨し，その

場合には DW =2.1・k・DS（ただし k =1.0 とする）と表される．このように，荷重履

歴影響係数から求まる相関係数を用いて，従来の(3.1)式に基づく推定疲労寿命を修正す

ることで，船体構造溶接部に対する寿命推定精度を向上できると考えられる． 

 なお，ここでの荷重履歴影響係数や相関係数の評価では，構造的応力集中がない十字

隅肉溶接継手を対象とした実験的検討に依った．一方で疲労寿命の評価対象となる溶接

継手には様々な継手形式が存在し，特に構造的応力集中 Ks を有する溶接継手（例えば

面外ガセット継手）の場合は，疲労センサ貼付位置に注意が必要となる．溶接部の疲労

強度を継手形式に依らずに評価可能なホットスポット応力の代表位置（付録 A の A.5

節参照）に疲労センサを貼付できれば，今回の十字隅肉溶接継手で得た相関係数をその

まま使用することができる．一方で，公称応力的な位置に疲労センサを貼付する場合に

は，疲労センサよりも溶接部の方が Ks 分だけ高い応力に晒されるので，相関係数が厳

密には変わり得る．しかし，寿命の遅延効果を表す荷重履歴影響係数は疲労センサのほ
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うが溶接継手よりもその値が全般的に大きいという結果を踏まえると，溶接継手におけ

る遅延の影響は疲労寿命評価において必ずしも大きくないとも考えられる．例えば，標

準嵐波形の最大応力範囲を 200MPa（Ks=1）とした場合には前述の通り相関係数の積

は k・k=2.5 が得られている．一方で，Ks=2 と仮定し，疲労センサに付加される標準

嵐波形の最大応力範囲が 100MPa（溶接継手は 200MPa のまま）とした場合には，k・

k=2.3 が得られており，Ks=1 の場合に比べて k・kが大きく異なるほどではないと言

える．したがって実用的には本検討で提案した相関係数を継手形式に依らずに寿命評価

に用いたとしても大きな問題は生じないと考えられる． 

 

 

3.5 船体構造モデル試験体による検証 

 前節までの検討から得られた荷重履歴影響係数及びそれらの相関係数の妥当性を検

証するため，船体ホールド部船底バラストタンク内縦通肋骨と横桁交差部の横桁付きス

チフナの角回し溶接部を含む全長 3m の船体構造モデル試験体にて疲労試験を実施し

た．船体構造モデル試験体には疲労センサを貼付し，そのモニタリング出力から，(3.2)

式で定義される疲労センサの特性試験で得られた荷重履歴影響係数を用いて船体構造

モデル試験体の応力集中部（本モデル試験体ではスチフナ heel 部の角回し溶接止端部）

の疲労寿命を推定し，試験体の観察により得られる実構造の疲労寿命との比較を実施し

た． 

疲労センサ（標準型：KFS040F）は Fig.3.19 に示すように疲労センサの許容応力範

囲を考慮して，発生する最大応力範囲が 200MPa 以内となる位置，すなわち試験体中

央から左右 840mm 位置へ各１枚貼付した． 

試験体には４点曲げで荷重を負荷した．試験は標準嵐波形にて引張負荷状態または引

張圧縮状態の交互負荷を一体ずつ実施した．ただし，本試験の４点曲げ負荷では，引張

圧縮の交互負荷状態は試験機の機能上は応力比 R = 0.05 とし，試験を簡略するため 5

ステップずつに交互負荷とした．試験状況を Fig.3.20 に示し，同図の(1)はスチフナ heel

部の角回し溶接部に引張が作用する向きに試験体を配置した場合，(2)は同部に圧縮が

作用する向きに試験体を配置した場合を示す．スチフナ heel 部の角回し溶接止端部か

ら 10mm 離れた位置にひずみゲージを貼付し，疲労試験中の動ひずみ範囲をモニター

し，疲労き裂発生寿命とみなされる動ひずみ範囲 5%低下時（5%ドロップ法 3.3））の寿

命等を計測した．また随時，溶接部の疲労き裂長さを浸透探傷で観察し，計測した． 
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Fig. 3.19 Monitoring points by FDSs and strain gauges on the large structural 

model. 
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(1)  Tensile loading for a round weld on a heel of a header. 

 

 

(2)  Compressive loading for a round weld on a heel of a header. 

 

Fig.3.20 Photo of the fatigue test for a large structural model at laboratory. 
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標準嵐波形にて引張負荷時の試験結果を Fig.3.21 に，引張圧縮の交互負荷時の試験

結果を Fig.3.22 に示す．両図では横軸に標準嵐波形を負荷した繰り返し回数（ステッ

プ数）をとり，左側の縦軸に動ひずみ範囲の低下の履歴，右側の縦軸に溶接部のき裂長

さの履歴をとっている． 

 試験体は疲労き裂が縦通肋骨面材板厚を貫通するまで試験を実施した．Fig.3.21，

3.22 によると，5％ドロップ寿命時に疲労き裂長さは 10mm 前後に達し，動ひずみ範囲

が 90％以上低下した時点で疲労き裂は板厚を貫通した．Fig.3.22 に示す引張圧縮交互

負荷時の疲労試験結果には圧縮側での動ひずみ範囲の低下率も併記している．溶接継手

部には引張残留応力の影響もあり，引張圧縮交互負荷時であれば，疲労き裂は圧縮時に

も若干進展する様子が見られるが，疲労ダメージの大半は引張時に蓄積される．従って，

3.3 節で示したように疲労センサの出力は常時圧縮応力場で不安定になる結果となるが，

後述するように引張圧縮交互負荷時においても疲労センサにより推定した対象溶接継

手部の疲労寿命は試験体の疲労損傷形態とよく一致するものと考えられる． 

 疲労センサとひずみゲージにより推定した疲労寿命を Table 3.1 に示すとともに，

Fig.3.21，3.22 中に◇印および◆印で示し，左側のプロット（短寿命側）が設計寿命，

右側（長寿命側）のプロットが平均寿命をあらわしている．なお，ここで疲労寿命評価

の照査応力にはホットスポット応力を採用し，日本鋼構造協会(JSSC)の疲労設計指針

の強度等級 E にて評価したもので 3.4)，実構造で数十 mm の疲労損傷が生じる寿命に相

当する．疲労センサで推定した疲労寿命は，貼付した疲労センサ 2 枚の疲労ダメージの

平均値を基に算出した．その算出過程では，疲労センサの貼付部位の応力と溶接継手部

のホットスポット応力の違いを加味した上で，(3.3)式により溶接継手部の 1 ステップあ

たりの疲労ダメージを求めており，その疲労ダメージの逆数が疲労センサで推定した溶

接継手部の疲労寿命となる． 

疲労センサとひずみゲージにより推定した疲労寿命（数十 mm の疲労損傷が生じる

寿命）を比較すると，両者は概ね一致し，試験体の疲労損傷形態ともよく対応している．

従って，引張応力場及び引張圧縮交互応力場である溶接継手部を疲労センサのモニタリ

ング対象部位に選択することで，(3.3)式を用いた疲労センサによる精度よい溶接継手部

の疲労寿命評価が可能と考えられる． 
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Fig.3.21 Fatigue test results for a large structural model under standard storm 

tensile load. 

 

 

Fig.3.22 Fatigue test results for a large structural model under standard storm load 

alternately tensile and compressive. 
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Table 3.1 Comparison of obtained fatigue lives. 

Test Piece 

Fatigue Life [step] 

Observation FDS Strain gauge 

5%Drop Penetrating Design Mean Design Mean 

Tension-Type 25 75 21 83 23 89 

Tension 

/Compression-Type 
22 105 24 93 28 108 

 

 

なお，本章で提案した荷重履歴影響係数を用いた疲労寿命評価高精度化手法の有効性の

検証の一例として，著者の共同研究者らによる浮体式海洋石油・ガス生産貯蔵積出設備

（FPSO）上甲板の主として船体縦曲げ荷重履歴に対する疲労モニタリング結果を付録

B に示す． 

 

3.1 波浪変動荷重に Whipping が重畳する場合の影響 

 これまでの検討で用いてきた嵐を模擬した変動応力波形は波浪によって船体に生じ

る縦曲げ振動に起因するものを前提としてきた．他方で，特に大型船では波浪によって

船体に励起される固有振動起因のいわゆる Whipping 現象が知られており，それによる

船体への疲労ダメージが無視できないことが明らかになりつつある 3.1）．したがって疲

労センサにおいても，低周波な縦曲げ振動に高周波の Whipping が重畳した場合の入力

応力波形に対して，疲労センサの出力特性をきちんと把握しておく必要がある． 

 

3.6.1 波浪変動荷重の負荷パターン 

 負荷パターンには 3.3 節で定義した標準嵐波形とした．ただし標準嵐波形の時系列デ

ータを構成する波形データ①と②について，Whipping 成分を含む標準嵐波形にて疲労

試験を行った（3.3 節の疲労試験では Whipping 成分を除去した波形を用いている）．

Whipping 有無の違いの例として，波形データ①の一部抜粋を Fig.3.23 に示す．また，

Whipping 有りの標準嵐波形について，平均応力が引張側と圧縮側で交互に負荷する場

合の 2 ステップ分の時系列データ例を Fig.3.24 に示す．疲労センサの応力範囲に対す

る適用上限を考慮して，嵐波形の最大応力範囲は Whipping 有無に関わらず 200MPa

に統一している．これには最大応力範囲の違いに起因する疲労センサのき裂進展に対す
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る遅延度合いへの影響を避ける狙いがある．Whipping 有りの場合は，Whipping 無し

の波形に高周波成分を単純に重畳させると，最大応力範囲が高くなるので，最大応力範

囲が 200MPa となるように時系列データを一定の割合で減幅した．さらに，疲労セン

サのき裂進展に寄与しない応力範囲 20MPa 未満は削除したうえで，疲労試験用の波形

とした．また Fig.3.24 の横軸の時系列データ数（Count 数）に関しては，Whipping

有りの方は，Whipping 無しの低周波成分に加えて高周波成分も含めた数としている．

結果的に Whipping 有りの方が無しの場合よりも高周波成分が重畳しているので，１ス

テップ中の Count 数が 2 割ほど多くなっている． 

 一定振幅荷重下に対する変動荷重下でのき裂進展の遅延度合いをあらわす荷重履歴

影響係数を求めるため，標準嵐波形の負荷パターンに対して線形累積損傷則に基づき，

疲労ダメージが同じとなる等価一定応力範囲を(3.4)式および(3.5)式で算出し，その応力

範囲を負荷する疲労試験も行った．このとき Whipping 有りと無しの等価公称応力範囲

はそれぞれ 55MPa と 64MPa と算出され，Whipping 有りのほうが低応力振幅が重畳

するので，その値が小さくなる． 

 

 

 

Fig.3.23  Example of a part of stress waveform. 
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Fig.3.24  Time-varying changes of alternate tensile and compressive stress ranges 

under consecutive standard storm load included whipping vibration. 

 

 

3.6.2 疲労センサの特性取得試験 

 3.3 節で示した疲労試験と同様に，疲労センサ（標準型：KFS040F）を 3 枚貼付した

鋼板に所定の繰返し応力（公称応力）を負荷し，疲労センサのき裂進展長さを適時計測

した． 

 Fig.3.25 では，Fig.3.5 または Fig.3.24 に示す Whipping 有無に違いがある標準嵐波

形を繰返し作用させた場合の疲労センサ特性取得試験結果を表す．横軸の応力繰返し数

N は，Whipping 有りの場合では低周波成分に高周波成分を加えた回数となっており，

Whipping 無しの場合では低周波成分のみの回数となっている．Whipping 有りの応力

繰返し数 N に対して，3 枚の疲労センサ上に生じたき裂長さ a を疲労センサ幅 W で無

次元化した値をそれぞれ●，▲，■印でプロットし，同時にそれらの平均を実線で示す．

また，比較対象となる Whipping 無しの標準嵐波形を作用させた場合の試験結果を○，

△，□印でプロットし，同時にそれらの平均を破線で示す．個々の疲労センサの出力に

はばらつきがやや認められるものの，両者の寿命比は平均的に 1.5 となった．一方で線

形累積損傷則に基づく等価公称応力範囲から算出される両者の寿命比は 1.6 なので，こ
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の寿命比は両者の等価公称応力範囲の違いに起因すると考えられる．ここで両者の等価

公称応力範囲を線形累積損傷則にて 55MPa に一致させた場合の等価繰返し数 Neq を横

軸に採って Fig.3.25 を修正したものを Fig.3.26 に示すが，このように両者の線図はほ

ぼ一致する．これは Whipping が重畳した変動波形と，Whipping を含まない低周波成

分のみの変動波形とで，荷重スペクトルが同じであれば遅延の影響度合いも同等である

ことを表しており，Whipping が常時重畳し続ける条件下では Whipping 有無の影響は

線形累積損傷則にて妥当に評価し得ることを示している．付加的に，Fig.3.5 と Fig.3.24

に示す標準嵐波形について，最大応力範囲を半分の 100MPa に減幅した応力波形によ

る疲労試験も行うと，Whipping 有無の違いによる寿命比は平均的に 1.8 となり，やは

り線形累積損傷則に基づく等価公称応力範囲から算出される寿命比1.6と近しい値とな

った． 

以上より，Whipping の有無に依らず，嵐を模擬したランダム応力波形に対して，疲

労センサは線形累積損傷則に基づく合理的な出力特性を示すことが明らかとなった．す

なわち疲労センサの出力特性を論じるにあたり，Whipping に対してさらにその影響度

を加味すると言った特別な配慮は不要と考えられる．なお，Whipping 振動が定常的に

重畳する場合の溶接継手の疲労寿命についても，線形累積損傷則にて妥当に評価し得る

という疲労試験結果が報告されている 3.5）．したがって疲労センサを用いた溶接部の疲

労寿命評価において，Whipping に対する特別な配慮は不要と考えられる． 

 

 

 

 

 



50 

 

 

Fig.3.25  Results of fatigue tests for FDSs under alternate tensile and compressive 

standard storm loads included whipping vibration comparing with that of excluded 

whipping vibration. 

 

Fig.3.26  Modified results of fatigue tests for FDSs in consideration of the 

difference about equal stress range between the waveform of included whipping 

vibration and that of excluded whipping vibration. 
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3.7 結言 

 本章では，船舶特有の複雑な荷重条件下での船体構造の疲労寿命を精度よく推定する

ために，嵐を想定した複数の負荷パターンを仮定し，その嵐を模擬した波浪変動荷重と

平均荷重変化が重畳する条件下で疲労センサの特性取得試験，十字隅肉溶接継手，およ

び構造モデル試験体の疲労強度試験を実施し，疲労センサの出力特性と溶接部の疲労寿

命特性の相関を明らかにすることを試みた結果，以下の知見が得られた． 

 

(1) 疲労センサのモニタリングより得られる推定疲労寿命は船舶特有の嵐に代表され

る波浪変動荷重の影響，および積み付け条件変化による平均応力の変化影響を表す荷重

履歴影響係数を導入することで，精度向上が可能である． 

 

(2) 一連の疲労試験により求められた荷重履歴影響係数は引張負荷状態や引張圧縮交

互負荷状態ではばらつきが比較的少なく，精度よく求めることができる． 

 

(3) 長期耐久性確保のためスポット溶接で疲労センサをモニタリング対象部材に貼付

した場合，波浪変動応力がおおよそ引張側であること，および積載条件による平均応力

が重畳して波浪変動応力が引張状態と圧縮状態が繰り返されるような応力場であれば，

(3.3)式を用いて疲労センサによりモニタリング部位の精度良い疲労寿命の推定が可能

である．寿命推定に用いる相関係数には平均応力が引張側のときは k・k=2.1，平均応

力が引張状態と圧縮状態が繰り返される場合には k・k=2.5 が推奨される． 

 

なお，上記の疲労試験の波形には高周波な Whipping を除去した縦曲げ振動成分のみを

用いたが，Whipping が重畳した場合の疲労センサの出力特性を確認する試験も行い，

次の結果を得た． 

 

(4) Whipping 成分が定常的に重畳した変動応力に対して，疲労センサは線形累積損傷

則に基づく合理的な出力特性を示す．このような波形に対して，溶接継手の疲労寿命も

線形累積損傷則にて妥当に評価し得るという疲労試験結果が報告されていることを踏

まえると，疲労センサを用いた溶接部の疲労寿命評価において，Whipping に対する特

別な配慮は不要と言える．すなわち Whipping の有無に関わらずに(3.3)式を用いてモニ

タリング部位を精度良く寿命推定可能である． 
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第４章 荷重履歴影響係数の数値シミュレーション 

 

4.1 緒言 

 前章では嵐を想定したいくつかの仮定した負荷パターンに対して，疲労センサの出力

特性や溶接部の疲労寿命特性を代表し得る荷重履歴影響係数を実験的に明らかにした．

一方で，実海象の嵐による波浪変動荷重はランダム性に富んでおり，多様な負荷パター

ンに対する荷重履歴影響係数について，すべての条件を疲労試験により実験的に取得す

るのは現実的ではなく，この係数の算出を汎用的に数値解析的手法で行えるようになる

ことは有意義である．そこで本章では，前章の実験で得られた荷重履歴影響係数につい

て数値解析による導出を試みた．  

 

4.2 疲労センサのき裂進展解析 

解析には疲労き裂進展解析ソフトウェア FASTRAN II を用いた．FASTRAN II は荷

重負荷によって生じるき裂先端の塑性域寸法から，き裂の開閉口挙動を考慮し，ランダ

ム波形でのき裂進展寿命を評価できる機能を有している 4.1),4.2)．すなわちランダム波形

等の変動応力振幅に起因するき裂進展の遅延現象を評価できる．疲労センサのき裂進展

解析では，入力データに用いた疲労センサのき裂進展特性（き裂長さ並びにき裂進展速

度と応力拡大係数の関係）は一定応力範囲下でのき裂進展特性と一致させた．そして波

浪変動荷重の時系列データを繰返し作用させた場合の疲労センサ破断寿命（初期き裂長

1mm からき裂長 5mm までの寿命）を解析した． 

3.3 節や 3.6 節での疲労センサのき裂進展特性取得試験と同様の応力波形にて疲労き

裂進展をシミュレーションした結果の一例を Fig. 4.1 に示す．Fig.4.1 中の横軸は実験

で得た疲労センサ平均破断寿命で，実験データの誤差範囲は疲労試験に用いた疲労セン

サ 3 枚の最大値と最小値の範囲を表す．また Fig.4.1 の縦軸は数値解析で求めた疲労セ

ンサ破断寿命である．疲労センサに付与した波浪変動荷重は 3.3 節に示す標準嵐波形

SSW（Whipping 成分除去）で最大応力範囲を 200MPa または 100MPa に設定してい

る．また，この標準嵐波形を構成するブロック荷重のうち，嵐の最盛期の時系列データ

（ブロック No.0）のみを繰り返し付与した場合の疲労センサ破断寿命も図内にプロッ

トした．さらに，3.6 節の Whipping 成分を含んだ標準嵐波形 SSW を付与した場合も

図内にプロットした．Fig.4.1 の実験値と解析値を比較すると引張負荷状態では良い一
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致を示している．引張圧縮交互負荷状態では Whipping 有無に関わらず，0.7～1.5 倍の

バンド内で一致する結果となった．圧縮負荷状態では実験値と解析値にばらつきが見ら

れ，圧縮負荷場のみでの疲労センサによるモニタリングは安全率をより適正に評価すべ

きであると考える． 

 

 

 

Fig.4.1  FDS failure life comparison of experimental and simulation results for 

Standard Storm Waveform. 

 

 

Fig.4.2 には標準嵐波形に加えて，嵐の負荷パターンが異なる嵐波形 A と嵐波形 B（両

者とも Whipping 成分除去）について，Fig.4.1 と同様に疲労センサ破断寿命の実験値

と解析値の比較結果を示すが，やはり変動応力範囲が引張状態のみの場合と引張圧縮交

互状態の場合ともに比較的良い一致を示している． 

以上のように，変動応力範囲が引張状態のみの場合，または引張圧縮交互状態の場合

には，比較的精度よく疲労センサのき裂進展特性を数値解析でも評価できるといえる． 
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Fig.4.2  FDS failure life comparison of experimental and simulation results for 

Storm Waveform-A and B. 

 

 

4.3 溶接継手のき裂進展解析 

疲労センサと同様に疲労き裂進展解析ソフトウェア FASTRAN II にて，Table 4.1 に

示す材料定数を用い，(4.1)式で表される評価式（修正パリス則）に基づいてき裂進展解

析した 4.3）． 

 

da/dN=C(Km－Kth
m)   (4.1) 

   da/dN : き裂進展速度[m/cycle] 

  K : 応力拡大係数範囲[MPa・m1/2] 

  C, m : 材料定数 

  Kth : 疲労き裂進展下限界応力拡大係数範囲[MPa・m1/2] 
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Table 4.1  Material properties of weld joints4.3）. 

C 9.5x10-12 

m 3 

Kth 
6.0-4.56R=2.352 

(Stress ratio R=0.8) 

 

 

溶接継手の応力拡大係数には WES2805 記載の完全溶込み溶接継手止端部の表面き

裂に対するものを用いた 4.4）．一方で溶接継手の材料定数には Table 4.1 に示す IIW 

XIII-1539-96/XV-845-96記載の値を引用したが，それはmの値が3と定義されており，

疲労センサと溶接継手の S-N 線図の傾きが 3 と見なせることと調和するからである

（WES2805 では m=2.75 と定義）．またKthには応力比 R=0.8 相当の値を用いた．こ

れは，溶接継手（特に疲労き裂の起点となる止端部）では，引張残留応力の影響により

高い応力比（今回は R=0.8 と仮定）の状態にあると考えられるからである 4.5)．なお，

溶接継手のき裂進展解析にあたり初期き裂は半径 0.2mm の半円表面き裂とし，板厚は

8mm とした．表面き裂の表面方向と板厚方向（き裂の最深部方向）の２方向へき裂進

展解析を行い，波浪変動荷重の時系列データを繰返し作用させた場合の板厚貫通寿命

（表面き裂深さ/板厚=1 となる寿命）を求めた． 

3.3 節での溶接継手の疲労寿命特性取得と同様の試験方法を FASTRANⅡによりシミ

ュレーションした結果の一例を Fig. 4.3 に示す．Fig.4.3 中の横軸は実験で得た溶接継

手の平均破断寿命で，実験データの誤差範囲は疲労試験に用いた溶接継手 2 本の最大値

と最小値の範囲を表す．また Fig.4.3 の縦軸は数値解析で求めた溶接継手破断寿命であ

る．溶接継手に付与した波浪変動荷重は 3.3 節に示す標準嵐波形，嵐波形 A，嵐波形 B

の３種類で Whipping 成分は除去されている．平均応力は引張負荷状態のみと，引張圧

縮交互負荷状態の２通りである．Fig.4.3 の実験値と解析値を比較すると概ね 0.7～1.5

倍のバンド内で一致し，比較的良好な対応関係が得られた．  
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Fig.4.3  FDS failure life comparison of experimental and simulation results for 

several storm waveforms. 

 

 

4.4 荷重履歴影響係数と相関係数 

前節までで示した疲労センサならびに溶接継手のき裂進展解析結果より得た，嵐波形

毎の荷重履歴影響係数とその相関係数 kを Fig.4.4 と Fig.4.5（左寄り）に示す．なお

これらの図表には試験で得られた係数も対比のために付記する．ここで，は嵐による

波浪変動荷重変化に対する荷重履歴影響係数を表し，st は平均応力が引張状態におい

て，変動振幅荷重下とその等価一定振幅荷重下との負荷の違いにより疲労センサに生じ

る疲労ダメージ（き裂進展寿命）の比率を表す．またwt は溶接継手部に対して同様に

定義される疲労ダメージ（疲労寿命）の比率を表す．また，kは(3.2)式の通りst とwt

の比で表される，疲労センサと溶接継手の波浪変動荷重に対する疲労ダメージ特性の相

関係数である． 

Fig.4.4 のについて解析値を実験値と比較すると，両者の絶対値が一致するとまでは

言えないものの，stが 2.5 前後でwtが 1.2 前後の値になるという実験値の傾向は解析

で捉えられている．また，(3.3)式で表される疲労センサでの寿命評価時に用いる相関係

数 kについては Fig.4.5 に示す通り解析値は実験値と良く一致している．したがって，
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波浪変動荷重が引張負荷状態のみの場合であれば，相関係数 kを解析的手法によって

求めても実用上の問題はないと言える． 

続いて Fig4.6 と Fig4.5（中央寄り）には嵐波形毎の荷重履歴影響係数とその相関係

数 kについて解析値と実験値を示す．ここでは船体積み付け状態による平均荷重変化

に対する荷重履歴影響係数を表し， st は平均応力が引張状態のみで波浪変動荷重変化

を受ける場合と，平均応力が引張状態と圧縮状態が交互に繰り返される中で波浪変動荷

重変化を受ける場合との違いにおける疲労センサのき裂進展寿命の比率を表す．また，

 wtは溶接継手部に対して同様に定義される疲労寿命の比率を表す．また，kは(3.2)式

の通りst とwt の比で表される，疲労センサと溶接継手の波浪変動荷重の平均応力変化

に対する疲労ダメージ特性の相関係数である． 

Fig.4.6 のについて解析値を実験値と比較すると，標準嵐波形（SSW）では良い一致

が得られた一方で，嵐波形 A（SWA）では解析値と実験値に約 1.8 倍の乖離がある．ま

た，一方で Fig.4.5 の kでは解析値は実験値と比較的良く一致している．したがって今

回の解析手法では，の絶対値については嵐波形の違いに対して解析精度が十分とは言

えないが， stと wtの比率で表される相関係数 kについては実験結果の傾向を解析で捉

えてられている可能性がある．その場合，疲労センサによる寿命評価時に用いるのはあ

くまでも相関係数なので，解析で求まる kを用いても支障がない可能性があり，これに

ついては更なる検証が必要である． 

最後に，波浪変動荷重と平均応力変化が重畳する条件下で疲労センサによる寿命評価

時に用いる相関係数の積 k・kを Fig.4.5（右寄り）に示す．kの値がおおよそ 1 なの

で，k・kの値は kの値が支配的と言える．船体構造に対して疲労センサによる疲労寿

命評価を行ううえでは，波浪変動荷重に対する相関係数 kを正しく見積もるのが肝要

で，今回採用した解析手法にて kを比較的精度よく求めることが可能である． 
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Fig.4.4 Comparison of load effect factor  between measurement and analysis. 

 

 

 

Fig.4.5  Comparison of correlation factors between measurement and analysis. 
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Fig.4.6 Comparison of load effect factor  between measurement and analysis. 

 

 

4.5 結言 

 ４章では嵐を想定したいくつかの仮定した負荷パターンに対して，疲労センサの出力

特性や溶接部の疲労寿命特性を代表し得る荷重履歴影響係数とそれら相関係数を，疲労

き裂進展解析ソフトウェア FASTRAN II にて数値解析で導出することを試みた．そし

て，解析値を実験値と比較することで解析精度の検証を行った．その結果，以下の知見

が得られた． 

 

（1）波浪変動荷重が引張負荷状態や引張圧縮交互負荷状態であれば，疲労センサや溶

接継手の破断寿命を比較的精度よく求めることができる． 

 

（2）波浪変動荷重が引張負荷状態であれば，疲労センサや溶接継手の荷重履歴影響係

数やその相関係数 kを比較的精度よく求めることができる．一方で波浪変動荷重が引

張圧縮交互負荷状態では疲労センサや溶接継手の荷重履歴影響係数を必ずしも精度よ

く求められるとは言えないので，そこから求まる相関係数 kについては信頼性の検証が

求められる． 
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（3）船体構造に対して疲労センサによる疲労寿命評価を行ううえでは，波浪変動荷重

に対する相関係数 kのほうが平均荷重変化に対する相関係数 kよりも疲労寿命評価精

度への影響度合いが相対的に大きいので，kを正しく見積もることが肝要である．この

相関係数 kについて実験に依らずに解析で求めた値を用いても，特に波浪変動荷重の

平均応力が引張状態であれば，疲労センサによりモニタリング部位の精度良い疲労寿命

推定が可能と見込まれる． 
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第５章 嵐モデルに基づく実海象を想定した 

荷重履歴影響係数の検証 

 

5.1 緒言 

 第３章や第４章における荷重履歴影響係数の評価では Fig.3.5 に示すような単一の嵐

波形が繰り返される条件下で行ってきており，遭遇する嵐の規模が毎回異なるといった

嵐自体のランダム性への配慮が不足していた．そこで実海象での荷重履歴影響係数を評

価するため，船舶が航海中に遭遇する波浪による負荷状態を模擬した嵐モデル荷重下で

の荷重履歴影響係数の計算を数値解析的手法に基づいて行った．  

 

5.2 嵐モデルと応力履歴 

大阪大学にて開発された嵐モデルは海域と季節により異なる波浪頻度や波向き出現

率と，嵐の持続時間の変動を考慮した嵐プロファイルを設定できることを特長とするも

のである 5.1)．ここで波浪データには Japan Weather Association(JWA)の hind-cast 

data を利用した．なお，この嵐モデルによる応力履歴の発生手法については付録 C に

示す．  

嵐モデルでの波浪変動荷重履歴の導出に用いた航海条件を Table 5.1 に示す．航路は

Fig.5.1 に示す北大西洋航路を用いた．対象船は 2800TEU のコンテナ船（Fig.5.2）で，

評価対象位置の応力応答関数には上甲板ロンジスチフナ継手部のものが用いられてい

る． 

発生応力は最大応力範囲が 200MPa，最小応力範囲を 20MPa として 1 年分の波形を

出力した．200MPa は疲労センサの使用上限値である．また，平均応力は 50MPa で一

定とした．これは平均応力が引張寄りであれば，FASTRAN II にて総じてよい解析精

度が得られることが前章の検討でわかっているためである．また，前章まででは平均応

力が引張と圧縮が交互に作用する場合の検討も行っているが，疲労センサによる溶接部

の疲労寿命評価に対しては，平均応力変化に対する相関係数 kが実験的に 0.9～1.2 と

見積もられる一方で，波浪変動荷重に対する相関係数 kは実験的に～と見積もら

れるので kが支配的と言える．したがって本章の検討では，平均応力は一定として波

浪変動荷重に対する荷重履歴影響係数とその相関係数 kに焦点を当てた． 

嵐モデルでの解析数は 9 ケース（Data No.1～9）とし，それらの総和の超過確率分
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布は Fig.5.3 に示すとおりで，指数分布に適合している．なお，ここでは実海象波浪下

での嵐のランダム性に対する影響を評価するのが目的なので，嵐モデルの応力波形には

波浪に起因する縦曲げ振動成分のみで十分である．したがって個船により程度が異なる

Whipping 成分は応力波形に付与しないことにした．ただし，定常的に Whipping が重

畳した波形に曝されても，第３章で述べたとおり疲労センサは線形累積損傷則に準じた

出力特性を示すと考えられるので，実用上の問題はない． 

 

 

Table 5.1  Voyage plan of the storm model. 

Voyage route 
North Atlantic Ocean: see Fig.5.1 

(between US and Europe) 

Ship 2800 TEU Container 

Service ratio 0.9 

Angle encounter Real-heading 

Storm duration Variable 

 

 

 

Fig.5.1  Voyage route ; North Atlantic Ocean. 
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Fig.5.2  The 2800 TEU container. 

 

 

 

Fig. 5.3  Distribution of stress ranges using the storm model. 
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5.3 き裂進展解析 

疲労き裂進展寿命の解析には疲労き裂進展解析ソフトウェア FASTRAN II5.2)を用い

た．前章同様に疲労センサのき裂進展解析では，入力データに用いた疲労センサのき裂

進展特性（き裂長さ並びにき裂進展速度と応力拡大係数の関係）は一定応力範囲下での

き裂進展特性と一致させた．そして嵐モデル 1 年分の時系列応力範囲データを繰返し作

用させた場合の疲労センサ破断寿命（初期き裂長 1mm からき裂長 5mm までの寿命）

を解析した．き裂進展解析結果の例として，嵐モデル 1 年分の時系列応力範囲の最大値

maxが上限値 200MPa となる Data No.7 について，時系列応力範囲データと疲労き

裂進展寿命曲線（初期き裂長 1.0mm からき裂長 1.5mm までを抜粋）の対応関係を

Fig5.4 に示す．またこの嵐モデル 1 年分の時系列応力範囲データから求まる等価一定

応力範囲eqを繰返し作用させた場合の疲労センサ破断寿命も別途解析し，両者の寿命

比で定義される荷重履歴影響係数stを求めた． 

また溶接継手のき裂進展解析についても前章同様に，Table 4.1 に示す材料定数 5.3)

を用いて(4.1)式で表される評価式（修正パリス則）に基づいて行った．溶接継手の応力

拡大係数についても前章同様で WES2805 記載 5.4)の完全溶込み溶接継手止端部の表面

き裂に対するものを用いた．なお，溶接継手のき裂進展解析にあたり初期き裂は半径

0.2mm の半円表面き裂とし，板厚は 8mm とした．溶接継手のき裂進展解析は，表面

き裂の表面方向と板厚方向（き裂の最深部方向）の２方向へ行い，嵐モデル 1 年分の時

系列応力範囲データまたはその等価一定応力範囲eq を繰返し作用させた場合の板厚

貫通寿命（表面き裂深さ/板厚=1 となる寿命）をそれぞれ解析した．そして両者の寿命

比で定義される荷重履歴影響係数wt を求めた．き裂進展解析結果の例として，既述の

Data No.7 について，時系列応力範囲データと板厚方向の疲労き裂進展寿命曲線（初期

き裂長 0.20mm からき裂長 0.23mm までを抜粋）の対応関係を Fig5.5 に示す． 

 

 



66 

 

 

Fig.5.4 Stress sequence of storm model data No.7, and the crack propagation 

analysis result of the FDS. 

 

 

Fig.5.5 Stress sequence of storm model data No.7, and the crack propagation 

analysis result of the welded joint. 
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各荷重ケースにおける疲労センサと溶接継手の荷重履歴影響係数を Fig.5.6 に示す．

各荷重ケースにおける最大応力範囲max が大きいほど荷重履歴影響係数も大きくなる

傾向となった． 

各荷重ケースにおける相関係数 kを Fig.5.7 に示す．また全荷重ケースについて，最

大応力範囲maxと相関係数 kの関係を Fig.5.8 に示す．両者の関係には若干のばらつ

きがあるものの，おおよそ線形関係が認められ，maxが過去の実験と同じ 200MPa で

あれば，相関係数 kは平均的に約 2 とみなせる．この値は，全章までの検討で嵐を想

定した標準嵐波形等をもとに実験及び解析を踏まえて決定した相関係数 k=2.1 と概ね

一致する．今回の解析結果では，相関係数は嵐波形の最大応力範囲に若干の影響を受け

るものの，波浪変動荷重がおよそ引張側で，平均応力変化を無視できる場合には，前章

までの検討で提案した相関係数である k=2.1 を用いても大きな問題はなさそうであり，

その場合には DW =2.1・k・DS（ただし k =1.0 とする）と表される．このように，荷

重履歴影響係数から求まる相関係数を用いて，従来の(3.1)式に基づく推定疲労寿命を修

正することで，船体構造溶接部に対する寿命推定精度を向上できると考えられる．一方

でmaxと kの関係性には，ある幅を持ったばらつきも若干認められ，これは波形デー

タパターン毎に異なる個別応力波の出現順序に起因していると考えられる．実船適用さ

れた疲労センサに対して，ばらつきを持ち得る kの値に実際よりも小さい値を適用す

ると非安全側の評価につながることから，実海象下での kの簡便な検証方法が望まれ

る． 

なお今回の検討では，嵐モデルの時系列応力範囲データに対する荷重履歴影響係数と

その相関係数の算出は FASTRAN II による数値解析に依った．前章での嵐を模擬した

応力波形に対するこれら係数の解析結果では，平均応力が引張寄りであれば実験結果と

総じて良く整合することを確認しているので，今回は解析的手法のみで検討を進めたが，

実験による検証が今後の課題である． 

また，平均応力が引張と圧縮で変動する場合の検討については，前章で述べたとおり

解析的手法では精度が得難いのが現状である．この場合，第３章での嵐を模擬した応力

波形に対する実験的検討では DW =2.5・k・DS（k =2.1, k =1.2 とする）と見積もら

れるが，この結果に対する嵐モデルの時系列データへの適用性は未確認であり，これも

今後の課題である． 
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Fig.5.6   LEFs and maximum stress range for each simulation run under the 

storm model. 

 

 

 

Fig.5.7  Simulation results of correlation factors under the storm model. 
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Fig.5.8  Relation between maximum stress range and correlation factor. 
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5.4 結言 

 前章までに単一の嵐波形が繰り返される場合に対して，変動応力状態に対する疲労セ

ンサならびに溶接継手の疲労寿命特性を表す荷重履歴影響係数を評価し，その両者の比

率で表される相関係数を提案した．そしてこの相関係数を用いることで疲労センサを用

いた溶接継手部の疲労寿命評価の精度が向上し得ることを示した．本章ではこの相関係

数に対する実海象での嵐のランダム性の影響を見極めるため，実海象を模擬した嵐モデ

ルにおける波浪変動荷重下での荷重履歴影響係数の評価を行った．その結果，疲労セン

サの使用上限である最大応力範囲 200MPa の場合，波浪変動荷重下での相関係数は平

均的におよそ２と見なされ，前章までの検討結果を踏まえて提案した相関係数 2.1 と近

しい値となった．したがって，提案している相関係数を用いることで，疲労センサの出

力から船体構造溶接部の疲労寿命を精度よく評価し得ると考えられる．なお，本章で評

価した相関係数は波浪変動荷重の平均応力が引張状態であることを前提としたもので

ある． 
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第６章 頻度データを活用した疲労寿命評価の信頼性向上手法 

 

6.1 緒言 

 ここまでの検討で，船舶特有の複雑な変動荷重場に対して，疲労センサの出力特性と

船体構造溶接部の疲労強度特性の相関を明らかにしてきた．そして，両者の相関を代表

する係数（相関係数）は概ね，ある一定値で表現し得る見通しを得た．一方で，実船で

の疲労センサ適用期間中においても，同時に応力波形を長期間に亘って計測し，そこか

ら直接的に相関係数を評価することは可能である．しかしそれでは疲労センサを使った

モニタリングにおいて，信号線，計測機器，データ集積装置等が不要といった，計測負

荷が極めて小さいという利点が失われる．ただし計測負荷が比較的小さいデータを補完

的に用いて，実海象荷重下のこれらの係数を評価・検証できるのであれば，疲労センサ

に基づく疲労寿命推定の信頼性向上にとって有意義である．そこで本章では，疲労セン

サを適用された船が実航海中に受ける変動応力状態に対して，その荷重履歴影響係数や

相関係数を比較的簡単に評価・検証するために，計測負荷が比較的小さい頻度データを

活用する手法について述べる．ここでは有義波高や応力の頻度データを利用することに

し，それらから実海象を模擬して作成された応力履歴を「実海象標準応力履歴」と呼ぶ

ことにする．その応力履歴に対して疲労センサによる寿命予測時に用いる荷重履歴影響

係数やその相関係数の導出を試みた． 

 

6.2 実海象標準応力履歴の作成手順 

実海象標準応力履歴の作成に際し，疲労センサ適用船が航海中に遭遇する，以下の頻

度データを用いることとした． 

①短期海象の有義波高 HSの頻度データ 

②一つの嵐中の最大有義波高 HS,maxの頻度データ（全頻度数が，航海中の嵐への遭遇

数を表す） 

③疲労センサ貼付位置の応力範囲の頻度データ 

これら３つのデータのうち，①と②は hind-cast data や航海記録等から入手可能なデ

ータと考えられる．また③は実船にヒストグラムレコーダを搭載すれば，比較的簡単に

計測可能と考えられ，計測負荷が比較的小さいと思われる．なお，船体構造に生じる応

力に対しては有義波高に加えて平均波周期や波と船の相対出会い角（相対波出会い角）
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も影響するが，平均波周期と有義波高の相関は大きいので，有義波高を固定した場合の

平均波周期の変動幅は比較的小さく，また本研究の解析条件では航行中の相対波出会い

角の変化が小さかったので，有義波高の影響が卓越すると考えた．これらを踏まえて本

検討では「実海象標準応力履歴」の作成に際して有義波高と応力範囲の頻度データを活

用することとした． 

なお今回は実航海中の頻度データの代用として，前章の嵐モデルにて生成された頻度

データを用いて検討を行うこととし，次に述べる２つの実海象標準応力履歴を作成した．

１つ目は前章 Fig.5.7 に示すデータ No.7 の頻度データに基づく実海象標準応力履歴で

ある．データ No.7 の嵐モデル応力履歴はその最大応力範囲が 200MPa で，これは荷重

履歴影響係数の評価に際してこれまで前提としてきた値と一致するためである．もう１

つは Fig.5.7 に示す嵐モデル全 9 データの頻度データを平均化したもので実海象標準応

力履歴を作成し，平均的な応力履歴に対する性向を確認することにした．嵐モデルデー

タ No.7 と全 9 データ平均の各頻度分布を Fig.6.1(1)~(3)に示すが，これらはすべて 1

年間相当の頻度である．ここで有義波高は 0.5m から 19.5m まで離散的に 1.0m 間隔と

した．また応力範囲は 5MPa から 195MPa まで離散的に 10MPa 間隔とした． 

 

 

(1) Significant wave height of short sea HS 

Fig.6.1  Frequency distributions of a storm model. 
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(2) Maximum Hs in each storm HS,max 

 

 

(3) Stress range  

Fig.6.1  Frequency distributions of a storm model. 
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実海象標準応力履歴の作成上の手順概略を以下に示す． 

 

6.2.1 短期海象の応力履歴作成 

短期海象の頻度データと応力範囲の頻度データを以下の様に関連付けしたうえで，時

系列データを作成する． 

 

(1) 1 短期海象あたりの応力範囲の頻度数の決定 

の全頻度数を HSの全頻度数で除すと，１短期海象あたりのの頻度数が求まる．

データ No.7 の場合は 992 回となり，全 9 データ平均の場合は 1007 回となる． 

 

(2) 短期海象中の応力範囲の頻度分布形の決定 

各短期海象の最大応力範囲 max,sが 5MPa から 195MPa まで 10MPa 間隔で表され

ると仮定したうえで， max,sごとに頻度分布を作成し，一例としてデータ No.7 の場

合を Fig.6.2 に示す．この際，分布形は Rayleigh 分布に近似させた．なお Rayleigh 分

布の確率密度関数 y は(6.1)式で表され，今回は s= max,s /4 と置いた． 

 

 y =
∆𝜎

𝑠2
exp (−

∆𝜎2

2𝑠2
) (6.1) 
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Fig.6.2  Frequency distributions of  in each maximum stress range max,s level. 

(Data No.7) 

 

(3) 短期海象中の応力範囲の頻度分布の決定 

前項にて決定されたmax,s ごとの頻度分布に HS を割り当てる．このときのレ

ンジ毎の頻度とそれら合計頻度が，元となる嵐モデルの頻度分布となるべく合致す

るように配慮した．また，線形累積損傷則に基づき，(6.2)式と(6.3)式から求まる等価応

力範囲eq も，嵐モデルとなるべく合致するように配慮した．なお，ni は頻度分布

における応力範囲i の頻度に対応し，neq は等価繰返し数を表す．また(6.2)式中の m

は S-N 線図の傾きをあらわす指数で，疲労センサおよび溶接継手は m=3 とおける．こ

の作業の結果で得られた頻度分布をデータ No.7 を例に Fig.6.3 に示す．また，その

HSとmax,sの対応関係を Table 6.1 に示す． 

 ∆𝜎𝑒𝑞 = {∑(∆𝜎𝑖
𝑚 ∙ 𝑛𝑖)

𝑖

∑𝑛𝑖
𝑖

⁄ }

1/𝑚

 (6.2) 

 

 𝑛𝑒𝑞 =∑𝑛𝑖
𝑖

 (6.3) 
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Fig.6.3  Comparison of frequency distributions of  between storm model data 

and normalized data. (Data No.7) 

 

 

Table 6.1  Relationship between Hs and  max,s (Data No.7) 

Hs 17.5 16.5 15.5 14.5 13.5 12.5 

 max,s 195 195 175 175 165 155 

Hs 11.5 10.5 9.5 8.5 7.5 6.5 

 max,s 135 125 115 105 85 75 

Hs 5.5 4.5 3.5 2.5 1.5 0.5 

 max,s 65 45 35 35 25 25 

Unit : HS[m] ,  max,s [MPa] 

 

 

 

  



77 

 

(4) 短期海象中の応力範囲の履歴決定 

短期海象中のの出現順序は，最大値を起点にその前後へ値の大きい順から均等に

配置した．Fig.6.4 にその要領を模式図的に示す．Fig.6.4 ではの総数を簡略化して

15 回とした場合であり，線図内の丸数字はの大きさの順位を表す．  

 

 

Fig.6.4  Simplified chart about an order of sequence in stress ranges or sea 

conditions. 

 

このような要領で作成したデータ No.7 の HS毎の時系列線図を Fig.6.5(1)~(14)に示

す．なお Fig.6.5 では =20MPa 未満について消去している．そのため，1 短期海象当

たりの時系列データ数は 992 から減少する．例えば HS=17.5m（Fig.6.5(1)）の時

系列データ数は 992 から 908 に減少した．そして Hs が低くなるほど =20MPa 未満

の頻度が増えるために応力データの削減数が増して，HS=1.5m または 0.5m の場合は

992 から 5 にまで減少する（Fig.6.5(14)）． =20MPa 未満を消去した理由は，疲労セ

ンサのき裂進展に 20MPa 未満のは寄与しないと見なせるからである．このように以

降のの履歴の検討では 20MPa 未満についてすべて消去した．これは前章までの検討

で採用した時系列データとも共通である． 
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(1) Hs =17.5, 16.5m                          (2) Hs =15.5, 14.5m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) Hs =13.5m                            (4) Hs =12.5m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) Hs =11.5m                            (6) Hs =10.5m 

Fig.6.5  Stress range sequence in each short sea.(Data No.7) 
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(7) Hs =9.5m                            (8) Hs =8.5m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(9) Hs =7.5m                            (10) Hs =6.5m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(11) Hs =5.5m                            (12) Hs =4.5m 

Fig.6.5  Stress range sequence in each short sea.(Data No.7) 
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(13) Hs =3.5, 2.5m                            (14) Hs =1.5, 0.5m 

Fig.6.5  Stress range sequence in each short sea.(Data No.7) 

 

 

6.2.2 個々の嵐の応力履歴作成 

短期海象を時系列に並べることで，嵐の応力履歴を作成する．個々の嵐の大きさはそ

の中の最大有義波高 HS,maxで代表させる．データ No.7 の場合では最大で HS,max=17.5m

の嵐が一つ出現し，嵐の総数は 25 個である． 

 

(1) 嵐を構成する短期海象の数 

嵐の期間は 3.5 日（＝84 時間）とした 6.1)．本検討で用いた短期海象データは 2 時間

ベースなので，一つの嵐は 42 個の短期海象で構成することにした． 

 

(2) 嵐中の短期海象の配列 

嵐の中央（すなわち 21 番目の短期海象）に HS,maxを配置し，そこを頂点に山形とな

るようにHs の大きい方から各嵐になるべく均等分配した．データ No.7 についてHS,max

ごとの嵐の形を HSで表現したものを Fig.6.6 に示す．なお，Fig.6.6 では嵐が比較的大

きい HS,max =11.5m 以上の嵐を記載した．嵐によっては山の頂点から若干非対称なもの

もあるが，これは嵐で消費する HS 頻度を，元データの HS 頻度と合致するようにした

ためである．なお，HS全頻度のうち大きい HSは優先的にすべて嵐で消費させた．一例

として Fig.6.7 はデータ No.7 の HS頻度分布を示す．◆印は元データとなる嵐モデルの

HS全頻度分布を表し，□印は実海象標準応力履歴において嵐で消費した分の HS頻度分

布である．◆印と□印の頻度の差で表される比較的小さい HS（ここでは HS=3.5m 以下）

の残存頻度は嵐と嵐をつなぐ平穏海象（次項で説明）に使用した． 
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Fig.6.6  HS sequences in storm condition. (Data No.7, HS,max=17.5, 13.5, 12.5, 11.5) 

 

 

Fig.6.7  Comparison of frequency distributions of Hs between storm model data of 

all conditions and normalized data of storm conditions. (Data No.7) 
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以上の要領で嵐の応力履歴が完成する．例としてデータ No.7 の HS,max毎の応力履歴

を Fig.6.8(1)~(12)に示す．なお，この嵐の中央の低応力域において応力履歴が櫛の歯状

に見える理由は，嵐の中央に配置される高 Hs ほど，低の頻度数が少なくなり，それ

がの配列に反映されるからである．その様子は Fig.6.5 に示す高 Hs（例えば

(1)Hs=17.5, 16.5）の応力履歴から読み取れる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



83 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) Hs,max =17.5m                          (2) Hs,max =13.5m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) Hs,max =12.5m                          (4) Hs,max =11.5m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) Hs,max =10.5m                          (6) Hs,max =9.5m 

Fig.6.8  Stress sequence of each normalized storm condition (Data No.7). 
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(7) Hs,max =8.5m                          (8) Hs,max =7.5m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(9) Hs,max =6.5m                          (10) Hs,max =5.5m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(11) Hs,max =4.5m                          (12) Hs,max =2.5m 

Fig.6.8  Stress sequence of each normalized storm condition (Data No.7). 
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6.2.3 平穏海象の応力履歴作成 

全ての HS 頻度から嵐に用いた HS 頻度を差し引いた分で構成し，嵐と嵐の間に配置

した．  

 

(1) 平穏海象を構成する短期海象の数 

嵐と同じ数の平穏海象を作成した．データ No.7 の場合は 25 個となる． 

 

(2) 平穏海象中の短期海象の配列 

平穏海象用として残った HS頻度を平穏海象数で除して，各平穏海象に等しく分配し

た．ここでは平穏海象も嵐と同様に HSを山形に配置し，データ No.7 の例を Fig.6.9 に

示す．また，その履歴を Fig.6.10 に示す．この平穏海象中の短期海象は HS=3.5m 以

下の 131 海象で構成され，出現するは 35MPa 以下と十分小さいので，疲労き裂進

展量への寄与は大きくないと考えられる．  

 

 

Fig.6.9  HS sequence of calm sea conditions. (Data No.7) 

 

 

 



86 

 

 

Fig.6.10  Stress sequence of calm sea conditions (Data No.7). 

 

 

(3) 余り海象の作成 

HS頻度を平穏海象に分配後に，最終的に余った HS頻度も山形に配置して余り海象と

した．データ No.7 の例を Fig.6.11 に示す．また，その履歴を Fig.6.12 に示す．デ

ータ No.7 では，HS=3.5m 以下の 43 個の短期海象で構成される．これは平穏海象が 131

個の短期海象で構成されるのと比べて少ない．また出現するも 35MPa 以下と十分小

さい．したがって，余り海象は疲労き裂進展量への寄与は軽微と考えられる． 
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Fig.6.11  HS sequence of a remaining calm sea condition. (Data No.7) 

 

 

Fig.6.12  Stress sequence of a remaining calm sea condition (Data No.7). 
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6.2.4 １年間分の応力履歴の完成 

嵐は個々に大きさが異なる．その出現順序は上記 6.2.1 節(4)項の応力履歴決定要領

（Fig.6.4）と同様に，最大嵐を起点にその前後へ嵐の大きい順から均等に配置した．

そして平穏海象，嵐，平穏海象，嵐…と交互に整列させて，最後に余り海象を追加して

1年間分の応力履歴とした．まず嵐モデルのデータNo.7の応力履歴をFig.6.13に示す．

これに対してデータNo.7の頻度データに基づく実海象標準応力履歴をFig.6.14に示す．

Fig.6.13 と Fig.6.14 には疲労センサのき裂進展解析結果も併記した．今回のき裂進展

解析では，1 年間の応力履歴が毎年繰返すという前提条件のもと，疲労センサの初期き

裂長さ 1mm から破断する 5mm まで解析したが，そのうち図中にはき裂長さ 1mm か

ら 1.5mm までのき裂進展履歴を拡大して示す．なお，き裂進展解析の要領は前章まで

の手法と同様である．また，溶接継手のき裂進展解析も前章までの手法に倣って実施し，

Data No.7 について，時系列応力範囲データと板厚方向の疲労き裂進展寿命曲線（初期

き裂長 0.20mm からき裂長 0.23mm までを抜粋）の対応関係を Fig6.15 に示す． 

同様に全 9 データ平均の頻度データに基づく実海象標準応力履歴と疲労センサのき

裂進展解析結果を Fig.6.16 に示す．また，溶接継手のき裂進展解析結果を Fig.6.17 に

示す．なお，以上の検討に用いた頻度データの概要を Table 6.2 にまとめた． 
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Fig.6.13 Stress sequence of storm model data No.7, and the crack propagation 

analysis result. 

 

 

Fig.6.14 Stress sequence of normalized data No.7, and the crack propagation 

analysis result of FDS. 
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Fig.6.15 Stress sequence of normalized data No.7, and the crack propagation 

analysis result of welded joint. 

 

 

Fig.6.16 Stress sequence of normalized data of averaged storm model data, and the 

crack propagation analysis result of FDS. 
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Fig.6.17 Stress sequence of normalized data of averaged storm model data, and the 

crack propagation analysis result of welded joint. 
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Table 6.2  Outline of frequency distribution data of stress history. 

(1) Data No.7 

 S/M(*) Normalized 

Total number of  

[cycle] 

≥0[MPa] 4,331,233 4,325,727 

≥20[MPa] 485,705 476,282 

Total number of HS [count] 4,368 4,368 

Total number of HS,max [count] 25 25 

 max [MPa] 200 195 

 eq [MPa] 
≥0[MPa] 19.2 19.5 

≥20[MPa] 38.4 38.3 

 

(2) Average of all data 

 S/M(*) Normalized 

Total number of  

[cycle] 

≥0[MPa] 4,373,861 4,366,234 

≥20[MPa] 471,295 469,942 

Total number of HS [count] 4,343 4,343 

Total number of HS,max [count] 24 24 

 max [MPa] 175 175 

 eq [MPa] 
≥0[MPa] 17.9 18.2 

≥20[MPa] 36.0 36.0 

(*)S/M : Storm Model 
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6.3 荷重履歴影響係数と相関係数 

疲労センサならびに溶接継手の荷重履歴影響係数とmax との関係を Fig.6.18 に，

またその相関係数 kとmaxとの関係を Fig.6.19 に示す．さらにそれらの一覧を Table 

6.3 に示す．これら係数は，FASTRAN II によるき裂進展解析で得られた疲労センサや

溶接継手の破断寿命に基づく．求めた係数一覧を Table 6.3 にまとめた． 

本検討の結果，実海象標準応力履歴から求まる荷重履歴影響係数は，元データの嵐モ

デルに対してやや大き目の値を与える傾向が読み取れる．これは実海象標準応力履歴で

は，疲労き裂進展の遅延に寄与する比較的大きい嵐がほぼ等間隔に現れるために，遅延

度合が大きく表れやすかったと考えられる．相関係数も嵐モデルより若干大きめの値を

与えているが，その両者の差は荷重履歴影響係数よりも縮まり，嵐モデルの応力履歴や

実海象標準応力履歴を問わず，データ No.7 の相関係数はおよそ 2 とみなせる．この値

は，前章までの嵐を想定した標準嵐波形等をもとに実験及び解析で導出した相関係数

k=1.9～2.1（寿命評価時の採用値は 2.1（4 章記載））と概ね一致する．なお，実応力

波形に対して，本章で述べた頻度データをもとに推定した荷重履歴影響係数や相関係数

がやや大きめに見積もられることは疲労寿命評価上で安全側であり，好ましい傾向とも

言える． 

 

 

Fig.6.18 Relation between max and st or wt. 



94 

 

 

Fig.6.19 Relation between max and k. 

 

 

Table 6.3  LEFs and correlation factors. 

 Data No.7 Average of all data 

 S/M(*) Normalized S/M(*) Normalized 

st 4.4 5.3 - 4.7 

wt 2.4 2.6 - 2.5 

k 1.9 2.0 - 1.9 

(*)S/M : Storm Model. 

 

なお今回の一連の検討では，時系列応力範囲データに対する荷重履歴影響係数とその

相関係数の算出は FASTRAN II による数値解析に依っている．4 章で示した嵐を模擬

した応力波形に対するそれら係数の解析による算出結果によると，平均応力が引張寄り

であれば実験結果と比較的良く整合することを確認している．したがって今回は解析的

手法のみで検討を進めたが，実験による検証が今後の課題である．また，今回の検討に

用いた時系列応力範囲データは実海象を模擬した嵐モデルに基づく．これに対して疲労

センサを適用した船の実航海中の時系列データに基づく検証が今後の課題である． 
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6.4 結言 

 前章までの検討で，船舶特有の複雑な変動荷重場に対して，疲労センサの出力特性と

船体構造溶接部の疲労強度特性の相関を明らかにしてきた．そして，両者の相関を代表

する係数（相関係数）は概ね，ある一定値で表現し得る見通しを得た．一方で，この相

関係数は個別応力波の出現順序に依存するばらつきを持ち得る．これに対して疲労セン

サを適用した実船において計測負荷が比較的小さいデータを補完的に用いて，この相関

係数を評価・検証できれば，疲労センサに基づく疲労寿命推定の信頼性向上にとって有

意義である．そこで，①短期海象の平均有義波高 HS の頻度データ，②一つの嵐中の

HSの最大値 HS,maxの頻度データ，③応力範囲の頻度データ，これら３つの頻度デー

タから，実海象下の応力履歴を比較的簡単に推定する手法を考案した．本手法の応力履

歴から推定される相関係数は，実応力波形から評価される値よりもやや大き目の推定値

を与える傾向が認められるものの，前章までの検討結果を勘案すると，おおよそ妥当な

評価結果を与える見込みが得られた．ただし，今回の検討に用いた時系列応力範囲デー

タは実海象を模擬した嵐モデルに基づく．これに対して疲労センサを適用した船の実航

海中の時系列データに基づく検証が今後の課題である． 

 

6 章の参考文献 

6.1) Fredhi Agung Prasetyo, Naoki Osawa, Tomohei Kobayashi (2012), Study on 

Preciseness of Load History Generation based on Storm model for fatigue 

assessment of ship structures members, Proceeding of 22nd ISOPE conference, 

vol. IV. 
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第７章 結論 

 

本研究は，船体構造溶接部の疲労寿命を，疲労センサと称する犠牲試験片によるモニ

タリングで精度よく評価することを目的としている． 

船舶では遭遇する嵐による波浪変動荷重変化や，船体積み付け状態による平均荷重変

化のような変動荷重履歴によって，疲労センサのき裂進展寿命や溶接継手部の疲労寿命

に影響を与え，多くの場合で寿命が延びる（遅延する）傾向にある．したがって疲労セ

ンサを用いて溶接継手部の疲労寿命を精度よく評価するためにはこの遅延特性を明ら

かにし，それを寿命評価に反映する必要がある．そこで本論文では，実航海上の船舶特

有の変動荷重履歴を嵐モデルで模擬し，その変動荷重履歴に依存した疲労寿命の遅延特

性を評価して，それを疲労寿命評価手法に反映させることで，寿命推定の高精度化を図

った． 

 

本論文の各章で得られた結論をまとめる． 

 

第１章では緒言として，船体疲労モニタリングの意義と，モニタリングツールとして

の疲労センサの有用性を述べた． 

第２章では，一定荷重振幅での疲労センサき裂進展特性を用いた溶接部の疲労寿命評

価法を述べた．また荷重状態が比較的安定している橋梁を例に，従来の応力計測手法と

の比較結果を示しながら，疲労センサの有効性について述べた．  

第３章では，第２章で示した疲労センサを用いた溶接部の疲労寿命評価方法を拡張し，

船舶特有の複雑な荷重条件下に対応する寿命評価方法を示した．これは，嵐起因の波浪

変動荷重や積載起因の平均荷重変化といった変動荷重要因ごとに，疲労センサのき裂進

展寿命や溶接継手部の疲労寿命の遅延特性を荷重履歴影響係数と定義してそれぞれ評

価し，その両者の比率で定義される相関係数で疲労寿命評価値を校正するものである．

そして，船舶の変動荷重状態を比較的単純にモデル化した複数パターンの変動荷重波を

用いて，疲労センサと溶接継手を疲労試験し，両者の荷重履歴影響係数を実験的に導出

した．そしてその試験結果から得られる相関係数はほぼ一定値で表されることを示した．

この相関係数を使えば船体構造に対する疲労寿命評価の精度向上が可能である． 

加えて，嵐起因の波浪変動荷重に Whipping（船体固有振動）が重畳する場合の影響
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を調査した．その結果，波浪変動荷重と，Whipping 重畳荷重とで，荷重スペクトルが

同じであれば寿命遅延の影響度合いも同等であり，Whipping が常時重畳し続ける条件

下では Whipping 有無の影響は線形累積損傷則にて妥当に評価できる見込みを得た．こ

れを踏まえて以降の検討では波浪変動荷重に Whipping成分を含めないことにした． 

第４章では，ランダム性に富んだ船舶特有の変動荷重に対して，疲労センサならびに

溶接継手の荷重履歴影響係数を実験に依らずに汎用的に評価するための数値解析手法

を確立した．そして前章の実験結果との比較から，波浪変動応力範囲が引張状態であれ

ば，荷重履歴影響係数やその相関係数を数値解析にて比較的精度よく求められることを

示した．また，疲労センサや溶接継手の疲労寿命の遅延効果は，嵐起因の波浪変動荷重

のほうが，積載に依る平均荷重変化よりも大きく，支配的であることを示した．これを

踏まえて以降の検討では波浪変動荷重の影響評価に焦点を当てることにした． 

第５章では，実海象での嵐のランダム性に対する疲労寿命への影響を明らかにするた

め，実海象を模擬した嵐モデルによる変動応力履歴を活用して数値解析的に荷重履歴影

響係数とその相関係数を求めた．その結果，個別応力波の出現順序に起因して，相関係

数には，ある幅をもったばらつきが若干認められるものの，平均的には第３章で提案し

た相関係数と同等となることを示した．この結果より，第３章で提案した相関係数は妥

当な水準であり，この係数を用いることで実海象下の溶接継手の疲労寿命評価の精度向

上が可能であることを確認した． 

第６章では，個別応力波の出現順序への依存性がある荷重履歴影響係数やその相関係

数について，実船に適用した疲労センサへの適用性を簡便に検証する方法を提案した．

これは，計測負荷の小さい頻度データを利用して，実船の荷重履歴を模擬的に作成する

手法である．その荷重履歴「実海象標準応力履歴」から数値解析的に相関係数を算出す

ると，第３章で提案した相関係数と概ね整合する結果を得た．なお本章では第５章の嵐

モデルを実海象相当とみなし，嵐モデルの変動応力履歴と実海象標準応力履歴の両者に

対して求まる荷重履歴影響係数と相関係数を用いて比較検証を行った．実海象データに

基づく検証が今後の課題である． 

第７章は本論文の成果の総括である． 

 

以上の結果を踏まえると，船舶が遭遇するさまざまな波浪状態においても，疲労セン

サによるモニタリングで得られる推定疲労寿命は，嵐起因の波浪変動荷重の影響と，積

み付け条件の違いによる平均応力変化の影響を表す荷重履歴影響係数を導入すること
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で，精度向上が可能と考えられる．ここで，波浪変動応力範囲がおおよそ引張側であれ

ば，疲労センサによりモニタリング部位の精度良い疲労寿命の推定が可能と言える． 

特に Whipping 現象による疲労問題が顕在化していないような船舶に対して本手法を

適用する際には，事前に FEM等の計算結果よりモニタリング部位の疲労センサ貼付時を

含む就航状態（波浪起因）の応力状態をおおよそ把握し，上記条件を満足する部位を疲

労センサによるモニタリング部位として抽出すべきである．また，疲労センサによるモ

ニタリングを実施する際には，事前に PrimeShip-FA のような船体疲労強度計算を実施

し，モニタリング位置の疲労寿命計算値を入手しておくことで，モニタリング結果を用

いて，疲労センサを貼付していない部位についても，計算値との相対比較により，実構

造の疲労寿命を把握することができる．以上の様にして得られた疲労センサによるモニ

タリングに基づく疲労寿命推定結果を個船の保全計画等へ反映させることで，船舶の構

造信頼性が高まり，就航中の船舶の安全確保につながると考えられる． 

ただし Whipping 現象による疲労が懸念される船舶に対して，疲労センサのモニタリ

ング部位の結果から疲労センサを貼付していない部位の疲労寿命を相対評価する場合

には，波浪起因と Whipping 起因のそれぞれの疲労損傷度の割合を部位ごとに評価する

手法が別途必要となるが，現状でその定量的評価は難しいと考える．これについては疲

労センサの実船適用データを積み増ししながら検討を進めるべき今後の課題と言える． 
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付録 A 疲労センサの原理 

 

A.1 はじめに 

ここでは，溶接構造物の負荷状態を捉え，予防保全的な保守管理を可能にする疲労セ

ンサを用いた疲労寿命診断手法の原理について紹介する． 

構造物に実際に負荷されている荷重履歴をモニタすることを特徴とする種々のき裂

進展型の犠牲試験片が開発されている A.1)-A.4)．鋼構造物の中でも最も疲労強度に対して

敏感である溶接接合部の疲労損傷度評価のために Fig.A.1 に示すような実用的な「疲労

センサ」が近年開発された A.1),A.5)．疲労センサは小型の金属箔ゲージで，以下に示す特

徴を有す． 

・小型で応力集中部への適用が可能 

・ひずみゲージのように接着剤で貼付が容易 

・計測機器，配線が不要 

・繰り返し圧縮応力にも反応 

・長期間の適用により信頼性の高い寿命予測 

 

 

Fig.A.1 Fatigue Damage Sensor (FDS) with a pencil tip. 
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A.2 疲労センサの概要 

Fig.A.2 に疲労センサの構造を示す．２枚の金属箔からなっており，上部の箔はニッ

ケル製のき裂進展箔，下部はインバー鋼製のベース箔と呼ぶ．き裂進展箔の中央部は減

肉による溝が形成され，その溝の中央部の片端には初期スリットが形成されている．常

温より高い温度環境下で微小抵抗溶接などで２枚の金属箔の両端を接合することによ

り，検査部材面に貼付した時点であらかじめき裂進展箔に張力を付与している． 

疲労センサは繰り返し応力を受ける構造部材の溶接線近傍の表面に貼付し，センサ上

では繰り返しひずみを増幅させることにより構造部材に発生するよりも早くセンサ上

にき裂が形成され，センサのき裂進展を促進する仕組みとなっている． 

疲労センサは通常のひずみケージと同様に接着剤で部材表面に貼付することができ，

ある程度の大きさの繰返し応力に対しき裂進展箔のスリット先端から疲労き裂が発生

し進展する．き裂進展速度は繰返し応力範囲の大きさと繰返し数に依存する．即ちき裂

進展速度は貼付期間に構造が受けた疲労損傷度に比例する．初期張力を付与してあるた

め，部材の圧縮応力に対しても疲労き裂は発生し進展する． 

疲労センサのサイズは十数ミリ程度，厚さは数百ミクロン程度の小型であるため，溶

接線近傍の応力集中（ホットスポット応力）を感知するのに都合が良い． 

 

 

Fig.A.2 Construction of FDS. 
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A.3 疲労センサの原理 

 疲労センサの設計には(A.1)式で表される金属材料の疲労き裂進展則（パリス則）を

利用し，すなわち疲労センサのき裂進展特性は線形破壊力学パラメータの応力拡大係数

で律則される． 

 

 mKCdNda   (A.1) 

 ここで，da/dN : き裂進展速度 

  C,m : 材料定数 

  K : 応力拡大係数範囲 

 

疲労センサは被貼付部材に対して十分に薄い 2 枚の金属箔で構成されているので，疲

労センサが被貼付部材に貼られることによって分担する荷重も十分小さい．被貼付部材

のひずみがベース箔を介してセンサ箔に伝達するので，疲労センサへの負荷形態は変位

支配型となる． 

 Fig.A.3 に示すような，き裂を有する長さ 2L の無限板の両端に均一な変位 d をき裂

直交方向に作用させた場合の応力拡大係数 K は，(A.2)式や(A.3)式のとおりき裂長さに

は依存しない A.6)． 

 

 

Fig.A.3 Infinite width plate with a length of 2L and a infinite crack parallel to 

edges under uniform displacement d. 

 

 LE
L

Ed
K   (plane stress)  (A.2) 
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L

Ed
K  (plane strain)  (A.3) 

  ここで，E : ヤング率 

    : ポアソン比 

    : 公称ひずみ 

 

 ここで，疲労センサは薄い金属箔で構成されているので平面応力状態と考えられ，ま

た Fig.A.4 のようなセンサ箔の形状を踏まえると，疲労センサの K は形状係数 F にて

(A.4)式で表されると考えられる． 

 

 

Fig.A.4 Configuration of FDS. 

 

 

   LELLttWaFK  2121 ,,,,,   (A.4) 

  ここで，a : き裂長さ 

   W : 材料定数 

   t1 : 薄肉部の厚さ 

   t2 : 厚肉部の厚さ 

   L1 : 薄肉部の長さ 

   L2 : 厚肉部の厚さ 

 

溶接継手の疲労寿命評価に求められる下限応力範囲（疲労限度）やモニタリング期間

を勘案し，Table A.1 に示す２種類の応力範囲感度の疲労センサが開発された．これら
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疲労センサの K の形状係数 F を評価するため，２次元境界要素法プログラム（SURFES 

version 4.0 A.7)）を用いて数値解析した．解析モデルの例を Fig.A.5 に示す．き裂先端

の要素分割は K の解析精度が得られるよう事前確認のうえ十分細かくした．センサ箔

のき裂長さと幅の割合 a/W と形状係数 F の関係を Fig.A.6 に示す．センサ箔に付与す

るひずみが一定であれば，a/W が 0.2 から 1.0 の範囲でセンサ箔の K はほぼ一定と見な

せる．一方でき裂長さが短い領域では K は一定ではないので，その部分を避けるよう

にセンサ箔にはあらかじめ初期スリットを設けた． 

 

Table A.1  Types of FDS. 

Type th [MPa] Length×Width×Thickness [mm]  

A  (KFS025F, High sensitive ) 25 19×9.5×0.35 

B  (KFS040F, Normal sensitive ) 40 12×7.0×0.25 

th: Threshold stress range on steel. 

 

 

 

Fig.A.5 BEM analysis model for shape factor. 
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Fig.A.6 Calculated shape factor versus crack length. 

 

 

A.4 疲労センサの特性 

 Table A.1 に示す疲労センサ Type A（高感度型）の鋼材に対する応力範囲の感度下限

値th は 25MPa である．これは日本鋼構造協会（JSSC）が発行している鋼構造物に

対する疲労設計指針 A.8)の強度等級の中で最低位の H 等級の一定振幅応力打切り限界に

ほぼ対応している*注 A.1)．また，Type B（標準型）のthは 40MPa で，JSSC 疲労設計

指針の F 等級にほぼ対応している．なお，F 等級は一般的な溶接構造でよく見られる荷

重伝達型すみ肉溶接継手に対応した強度等級である． 

注 A.1) Table A.1 記載の疲労センサは 2006 年頃に開発完了し，当時の JSSC 疲労設計

指針（1993 年発行）での最低強度等級は H 等級であった．その後の 2012 年に改訂さ

れた JSSC 疲労設計指針での最低強度等級は I 等級で，H 等級より低い等級が新たに設

定されている． 

 

Fig.A.7 に，疲労センサ３枚を鋼板に貼付し，一定の繰返し応力を鋼板に作用させた

場合の疲労センサのき裂進展特性の例を示す．図の縦軸は疲労センサの a/W をあらわ

し，横軸は N/Nsf で，N は疲労センサに付与した応力繰返し数，Nsf は疲労センサ３枚

の平均破断回数をあらわす．このように疲労センサのき裂進展速度はき裂長さに依らず
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にほぼ一定となり，これは前節で述べたように疲労センサの K がき裂長さに依らずに

一定であることに基づく．この特性により，構造物に貼付された疲労センサのき裂長さ

から非貼付部材の疲労損傷度を線形則にて換算できる． 

 

 

Fig.A.7 Crack growth length of FDS to loading cycles. 
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A.5 疲労寿命推定法 

A.5.1 ホットスポット応力 

溶接接合部の疲労寿命は，溶接止端に負荷される繰り返し応力の大きさに依存する．

溶接止端では，ビード形状やアンダーカットなどにより，非常に高い局所応力が発生し

ているが，その応力を知ることは困難であり，また疲労強度の検討上有効な値としては

使えない． 

疲労損傷度評価では，ホットスポット応力（HSS）の概念が採用されている．Fig.A.8

に示すように，HSS は疲労き裂が発生するとされる溶接止端での局所的な応力集中を

除いた構造的もしくは幾何学的応力集中として定義できる．HSS については，いくつ

か論文が発表されているが，0.3t 法 A.9)-A.12)は実用的と考えられる．0.3t 法とは，溶接

止端から板厚 t の 0.3 倍の距離を離れた点での応力を HSS とする一点計測法である．

この点に疲労センサを貼付すれば，溶接継手の形式によらない共通のＳ－Ｎ曲線により

合理的で効果的な疲労損傷度評価が可能になる．開発された比較的小型な疲労センサを

使えば構造的応力集中が発生している点，すなわちホットスポットへの貼付が可能とな

る場合もある．なお，板厚が小さく HSS の位置に貼付できない場合は，公称応力発生

部に疲労センサを貼付することで評価は可能である． 

 

 

Fig.A.8 Geometric stress and Hot Spot Stress. 
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A.5.2 疲労センサによる疲労寿命推定 

溶接構造物の寿命評価には，疲労強度等級に基づく溶接継手の疲労強度の知識を必要

とする．溶接継手にセンサを貼付した数ヵ月後，き裂の進展長さを計測する．Fig.A.9

に示すように，センサの初期の幅を a0 とし，計測期間 TS の間のき裂の伸びをa とす

ると，センサの疲労損傷度は(A.5)式で表される． 

 

 

Fig.A.9 FDS original width and crack growth. 

 

0a

a
DS


     (A.5) 

 

ここで，DS=0 は無傷を，1 は破断を示す． 

累積損傷則に基づく損傷度は(A.6)式で表される． 
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ここで，niは応力範囲iの負荷回数，NSiは応力範囲iで疲労センサが破断する負

荷回数である．計測期間 TSでの溶接継手の損傷度 Dwは同様の形（式(A.7)）をとる． 
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  (A.7) 

 

ここで，Niは応力範囲iで溶接継手が破断する負荷回数である．Niについては例え
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ば日本鋼構造協会の疲労設計指針で示されている設計用のＳ－Ｎ線図を用いるが，

Fig.A.10 に示すように，対数グラフ上で疲労センサと溶接継手のＳ－Ｎ曲線の傾きは

同じになっているので，(A.8)式が成り立っている． 

 

 

Fig.A.10  S-N curves of FDS and weld joint. 
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したがって 
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 となり，溶接継手の疲労寿命は， 
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 と表される． 
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付録 B 疲労センサによる船体疲労モニタリング 

 

著者らが提案した荷重履歴影響係数を用いた疲労寿命評価高精度化手法の有効性の

検証の一例として，著者の共同研究者らが MARIN（オランダ海事研究所）と共同で実

施したある浮体式海洋石油・ガス生産貯蔵積出設備（FPSO）上甲板の主として船体縦

曲げ荷重履歴に対する疲労モニタリング結果 B.1)を紹介し，考察を加える．本例では疲

労センサ及びひずみゲージを同じモニタリング点に貼付し，ひずみゲージの出力値から

レインフロー法により求めた疲労寿命と疲労センサによる推定疲労寿命を比較して，疲

労センサによる推定疲労寿命の妥当性を検証している． 

この例ではMARINの主催する関連JIP(Joint Industry Project)B.1)期間中に成果を得

るために，モニタリング期間が約一年間と短期間であり，FPSO 船上では安全上施工が

制限されているため，ひずみを約 3 倍に増幅する機構が設けられた Life Time Sensor

（LTS）B.2)と呼ばれる犠牲試験片の一種にあらかじめ疲労センサを貼付しておき，その

LTS を上甲板に予張力を与えて接着剤にて取付けた．Fig.B.1 に示すように 1 体の LTS

につき，疲労センサは応力レンジ感度が 40MPa（標準型：KFS040F）と 25MPa（高

感度型：KFS025F）のものを 2 枚ずつ貼付した．LTS 中央の表裏にはひずみゲージも

1 枚ずつ貼付し，ひずみ波形をモニタリングした．Fig.B.2 に示すように LTS は FPSO

上甲板の左舷側（PS）と右舷側（SB）の対称位置に 1 体ずつを取付けた． 

LTS を上甲板に取付けてから，150 日後に 1 回目，330 日後に 2 回目の疲労センサの

き裂長さの点検を行った．その結果，応力レンジ感度が 25MPa の疲労センサは感度が

高すぎたために点検時点で分離破断していたので，感度 40MPa の疲労センサ 2 枚のき

裂長さの平均値を用いて，日本鋼構造協会（JSSC）の疲労設計指針の強度等級 D に準

じて疲労寿命評価を行った．このとき，荷重履歴の影響を寿命評価に加味するための相

関係数の積 k・kには 2.5 を用いた．その寿命評価結果を Fig.B.3 に示す．また，従来

から一般的に用いられる手法である，ひずみゲージでモニタリングしたひずみ波形から，

レインフロー法（RFC）にて応力頻度に換算し，累積損傷則に基づいて疲労寿命評価し

た結果も Fig.B.3 に比較のため併記する．疲労センサとひずみゲージで推定した疲労寿

命を比較すると，両者は概ね一致する結果が得られた．なお，これらの寿命は LTS 上

の出力結果に基づいており，LTS の実部材に対する応力増幅率を考慮すれば，実構造

である上甲板溶接部の疲労寿命は 85 年と推定される．  
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Fig.B.1  Life Time Sensor attached FDSs and strain gauges. 

 

 

 

Fig.B.2  Life Time Sensor attached to upper deck of a FPSO. 
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Fig.B.3  Comparison of fatigue life estimations. 
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付録 C 嵐モデルによる応力履歴の発生方法 

 

C.1 嵐モデル開発の経緯 

以下で，有義波高を HS，平均波周期を Tm，波方位角を，船の進路角を，相対波出

会い角をと表す． 

Tomita et al.C1)-C3)は平穏海象と荒天海象で大波高が集中的に発現するとする嵐モデ

ルを提案した．嵐モデルでは海象を平穏海象と嵐に分類し，平穏海象中の波高時刻歴を

時間非依存のランダム波形で，嵐中の時刻歴を波高が単調に増大，減少する波形でモデ

ル化される．以下で，嵐プロファイルを，与えられた最大波高を示す嵐中の波高頻度分

布と，最大波高と嵐発現頻度の関係からなる海象情報セットと定義する．各嵐中の波高

頻度分布は，嵐を構成する個別波または短期海象の数と嵐中の最大波高から定める．冨

田ら C1)-C3)の嵐プロファイルは北太平洋の個別波高長期分布に基づいて決定された．冨

田のモデルは（HS ではなく）個別波高の繰返しに基づいているため耐航性理論と関連

付けできない． 

河邉 C4)は有義波高の時刻歴に基づき耐航性理論と関連付けできる嵐モデルを提案し

た．河邉 C4)は，嵐プロファイルを単一の（平均化した）波浪頻度表から試行錯誤的に

決定した．このプロファイル決定には多大な工数を要する．また，平均化した単一の頻

度表から全海域・季節共通のプロファイルを定めるより，海域・季節の変化に応じて嵐

プロファイルを切替えることでき裂伝播解析の精度が向上すると考えられる．よって，

多数の海域・季節に対して試行錯誤によらず嵐プロファイルを自動生成する手法の開発

が望まれる．以下で，繰返し個別波高に基づく冨田ら C1)-C3)の嵐モデルを第 1 世代（1G）

嵐モデルと，HSに基づく河邉 C4)のモデルを第 2 世代（2G）嵐モデルと呼ぶ． 

1G，2G モデルでは嵐持続時間が（北太平洋なら 3.5 日のまま）一定と近似したが，

実際には嵐持続時間は変動する．1G，2G モデルの嵐プロファイルは観測間隔 2 時間の

GWS データから決定された．嵐プロファイルは元データの観測間隔により変化する．

近年では，種々の観測間隔の海象データを入手できる．これらを活用するためには，任

意の元データ観測間隔に対応できる嵐プロファイル決定法を開発することが望まれる． 

 

C.2 第 3 世代（3G）嵐モデル 

上記の問題の解決策として，Fredhi et al.C5)が第 3 世代（3G）嵐モデルを開発した．
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3G モデルの嵐プロファイルは以下の手順で決定する． 

1) 嵐持続時間が一定値 d0であると近似して仮の嵐プロファイルを決定する．仮プロ

ファイルの決定方法は河邉 C4)の手法に準ずるが，短期海象数の調整で Fredhi et al.C5)

が開発した自動調整ソフトウェアを用いる．このソフトウェアでは，観測時間間隔およ

び短期海象持続時間に対応したプロファイルの調整が自動的に行われる． 

2) 海象データから航行海域の嵐持続時間の確率分布を決定する．仮プロファイルを

使用して嵐を発生させる際に，嵐持続時間確率分布に従う乱数により変動する持続時間

dvarを決定し，仮プロファイルの各 HS発生回数を dvar/d0倍に変更して，変動持続時間

に対応したプロファイルとする． 

 

C.3 波浪頻度表 

波浪頻度表は海象(HS と Tm)の時刻歴から作成する．本研究では，海象データとして

北大西洋の日本気象協会（JWA）hindcast データを選んだ．北大西洋は北緯 30 度から

60 度，西経 80 度から東経 10 度である(Fig. C.1)．hindcast は 1994 年 7 月から 2009

年 6 月まで計算された（2000 年 6 月から 2001 年 12 月までを除く）．図中には C.4 節

で後述する嵐持続時間の評価に使用した航路も示してある． 

 

 

 

Fig. C.1  Fictitious routes in North pacific and North Atlantic Ocean. 

 

 

データ点間隔は経度，緯度方向に 5 度である．各データ点で季節毎に波浪頻度表を作

成した．波浪頻度表から HSと Tmの同時確率密度分布 p(HS, Tm)を，Wan ら C6)が提案

した式(C.1)により近似した． 
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  (C.1) 

 

ここで p(HS)は HSの周辺確率密度で，p(HS|Tm)は HSが与えられた時の Tmの条件付き

確率密度である． 

 

C.4 有義波高の長期超過確率 

船の全寿命を通じた HSの総平均を HS,meanと，HSの長期超過確率を Pex(HS)と表す．

HSの累積確率分布 F(HS)を JWA hindcast の各データ点で計算する．Fig. C.2 は地点

1064 冬の F(HS)の Weibull プロットで HS,mean =5.5m である．この図では HS> HS,mean

の場合に ln(ln(1/(1F(HS)))と ln(HS)の関係が成立している．HS< HS,meanの短期海象が

き裂伝播に与える影響は小さいので，F(HS)を HS> HS,meanであるデータの Weibull プ

ロットにより近似し，Pex(HS)を 1-F(HS)として計算する． 

 

 

 

Fig. C.2  The Weibull plotting of F(HS) at point 1064 (40N 160E) in winter season. 
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C.5 嵐持続時間の変動 

嵐持続時間 d は大きく変動する．BoccotiC7)は荒天海象の簡略化モデルとして等価三

角嵐（ETS）を提案した．ETS 内では HSが一定のしきい値未満にならないとモデル化

される．この場合，嵐持続 d は ETS の継続時間として定義できる．HSのしきい値は，

冨田ら C1)-C3)にならい 2 HS,meanに設定した． 

d の統計的特性は hindcast の HS時刻歴の分析により決定できる．HS時刻歴は JWA 

hindcast データを基に以下の手順に従って作成する． 

 

i) 設計寿命，船速，航行経路，全寿命に対する各経路の，合計調査時間との比を決め

る． 

ii) 航路と出港日時をランダムに選ぶ． 

iii) 海象データの観測間隔（IOB）毎に，航海中の日時と船位を出発港からの航行距離

を計算することによって決め，hindcast データから HSを読み取って HS時刻歴に

追加する． 

iv) 航海が終了したら，乱数により次の航路を決めて，過程ⅲ)を繰り返す． 

v) 過程ⅲ)，ⅳ)は船の寿命の終わりまで繰り返して初回試行の HS時刻歴を作成する． 

vi) 指定した試行回数だけ過程ⅲ)～ⅴ)を反復し，指定個数の HS時刻歴を作成する． 

 

本研究では Fig. C.1 の航路を考えて HS時刻歴を生成した．JWA hindcast データは

1994 年から 2009 年まで用意されているので，全寿命は最長で 15 年に設定できる．こ

のように生成した HS時刻歴を用いて，以下の手順で ETS 持続時間 d のデータを作成

した． 

 

a) HS 時刻歴から HS>2HS,meanが持続する期間(ETS)を列挙して，連番（j=1,2,3,….）

をつける． 

b) 第 j ETS 中の HSの最大値を HS,max(j)とおく． 

c) 第 j ETS が始まる直前の HS極小値が発現した時刻を tB,jと，第 j ETS 終了直後の

HS極小値の発現時刻を tE,jとする． 

d) 第 j ETS の持続時間 d(j)を tE,j-tB,jとして決める． 

 

手順 a)～c)の実施例を Fig. C.3 に示す． 
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Fig. C.3  Definition of equivalent triangular storm (ETS) and its duration. 

 

 

Fig. C.4 は d(j)と HS,max(j)の関係を示している．Fig. C.5 は北大西洋航路における d(j)

の相対頻度分布を示している．Fig. C.4 は d(j)と HS,max(j)との相関が弱いことを示してい

る．よって，d は HS,max(j)に依存せず単一の正規分布を用いて近似できると考える．こ

の正規分布の平均μと分散σ2はμ=3.988，σ2=1.822 である． 

 

 

 

Fig. C.4  Correlations between d,j and Hmax,j of HS histories for North Atlantic route. 
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Fig. C.5  Relative frequency distributions and regressed normal distribution of d,j 

for North Atlantic route. 

 

 

回帰正規分布の確率密度関数も Fig. C.5 に示されており，回帰正規分布の確率密度関

数と相対頻度が比較できる．この図は d を正規分布で近似することの妥当性を示してい

る． 

 

C.6 嵐プロファイル設定と応力時刻歴作成 

まず，嵐持続時間 d が一定とした場合の嵐プロファイル（2G 嵐プロファイル）設定

方法を述べる． 

p(HS)が HS の長期確率密度分布とする．HS を 1m 毎に離散化するので，p(HS)は

p(HS)=F(HS)-F(HS -1)で計算できる．2G 嵐プロファイルは以下の手順により設定でき

る． 

a) 船の設計寿命を LD とする．LD は設計要求（たとえば 20,25,30 年）によってかわ

る．HSの離散値は 1m ごとに考える． 

b) IOB を海象データ観測時間間隔とする．IOB に対して，短期海象持続時間 (HS が不

変とみなす期間)を ISMとする． 

c) 嵐持続時間 d が 3.5 日で一定と仮定する． 

d) 船の全寿命を通じた短期海象の総数 Ntotal は(C.2）式で与えられ，各平穏状態，嵐

の短期海象の総数 Nssは(C.3)式で与えられる． 
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  (C.2) 

   (C.3) 

e) p(HS)は(C.1）式で与えられた p(HS, Tm)の HSに関する周辺確率分布として与えら

れ，Weibull 分布に従うとして次式で近似する．Weibull のパラメータは，波浪頻

度表の HS > HS,meanのデータから決定する． 

.  (C.4) 

f) 冨田ら C1)-C3)にならい 2HS,mean が平穏海象中の HS の最大値であるとする．

HS,max|stormにより嵐をクラス分けする．HS,max|stormは 2HS,mean+1m から HS,extの値

をとる．ここで HS,ext は船の全寿命で一度だけ発生する HS で，その発現確率は

1/Ntotalである．以下で，HS,max|storm= HS,ext-i+1[m]である嵐クラスを第 i 嵐クラスと

呼ぶ．HS (i)storm がこの嵐クラス中の最大 HSである． 

g) 船の全寿命中の有義波高が HSである短期海象の数 N(HS)は(C.5)式，(C.6)式で与え

られる． 

    (C.5) 

  (C.6) 

h) 河邉 C4)にならい，各嵐の HSの頻度分布は p(HS)の裾野と相似であると近似する．

これにより第 i 嵐クラス中の HS相対頻度が決まる（Fig. C.6）．式(C.6)で計算され

る短期海象数を整数化する際に生じる丸め誤差は後述の方法で補正する．一つの嵐

中の HSのレベル数 jendは式(C.7）で与えられる．ここで k は Weibull 分布の尺度

パラメータ，λは形状パラメータである． 
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(a) Comparison of tails of Pex(HS) and p(HS) of Weibull distribution with =4.6 

and k=1.483.d 

 

(b) Pex(HS) and the tail of f(HS) for the case where HS follows the Weibull 

distribution with =4.6 and k=1.483. 

 

(c) The relation between HS and f(HS)/Pex(HS). 

Fig. C.6  Approximation of the tail of HS's long term probabilistic distribution. 
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  (C.7) 

i) n(i)を船の全寿命中の第 i 嵐クラス（i=1 は HS,max|stormが全寿命中で最大になる嵐を

表す）発生回数とする．HS,max|stormの全寿命を通じた最大値は HS,extである．船は

クラス番号 i=1 の嵐に全寿命で１回だけ遭遇する．つまり n(1)=１である．2 番目に

厳しい嵐の HS,max|stormは HS,ext-1 である．HS = HS,ext-1 である短期海象の発生回数

（Next-1）は(C.8）式で与えられる． 

  (C.8) 

j) Nssを各嵐中の短期海象の数，N*
ext-1を第 1 嵐クラス中の HS = HS,ext-1である短期海

象の数であるとする．一般に Next-1> N*
ext-1である．第 1 クラスで使われていない

HS = HS,ext-1である短期海象の数（Next-1- N*
ext-1）は，第 2 クラス嵐の全寿命中の発

現数 n(2)になる．この手順を繰り返すことによって，すべてのクラスで嵐の数が決

められる．一番低い HS,max|stormのクラス番号 i は iend=Int(HS,ext-2 HS,mean)である．

船の全寿命を通じた嵐の総数 n(storm)は i=1 から iendまでの n(i)の総数である．船の

一生での平穏海象の数 n(calm)は(C.9）式で与えられる短期海象の総数から n(storm)を

引くことによって決められる． 

    (C.9) 

k) 嵐漸増漸減波形は HS =max(1.0, HS,ext-i-jend+1)から始まる．i 番目嵐クラスの

HS,max|stormが2 HS,mean+ jendより小さい時，嵐波形が始まるHS（HS = HS,ext-i-jend+1）

も 2 HS,meanより小さくなる． 

l) 平穏海象での HSの頻度分布 pcalm(HS)は，嵐中で使用されなかった HS <2 HS,mean

である短期海象の数の比率から決定する． 

m) 第 i クラス嵐中の HS個数は Table C.1 のように決められる． 
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Table C.1 Determination procedure of the i-th class 2G storm profile. 

j HS Number of short seas 

jend HS,extijend+1 trunc(0.5 Njend,i) 

jend-1 HS,extijend trunc(0.5 Njend-1,i) 

   
2 HS,exti1 trunc(0.5 N2,i) 

1 HS,exti N1,i=1 

2 HS,exti1 N2,itrunc(0.5 N2,i) 

   
jend-1 HS,extijend Njend-1,i trunc(0.5 Njend-1,i) 

jend HS,extijend+1 Njend,i trunc(0.5 Njend,i) 

 

上記の手順 h)中で述べた，短期海象数の整数化で生じる丸め誤差の補正方法を以下

に示す． 

HS,max|stormが HS,ext-i+1[m]であるとする．これは第 i 嵐クラスである．この嵐の短期

海象の数は Nssである．j= HS,max|storm, HS,max|storm-1, HS,max|storm-2, ...とおき，Nj,iが HS 

= HS,max-j+1= HS,ext-i-j+2 となる短期海象の数であるとする．Nj,iの近似値（Nj,i
(0)）は

(C.10)式で決められる． 

 

   (C.10) 

  

Nj,i
(0)の合計は Nssと等しくなければならない．しかし，この要求は丸め誤差のため必

ずしも満足されない． 

(C.10)式の Nj,i
(0)は(C.11)式によって調整される． 
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    (C.11) 

 

ここで k は Weibull 分布の尺度パラメータ，λは形状パラメータである．式(C.11)の右

辺第 2 項が修正分であり，Rtail(HS)と Pex(HS)に関連している．Nj,iは p(HS)の裾野に一

致している．jendは式(C.8)によって決められる．式(C.10)により Nssと Nj,i
(0)の総数の差

が最小化される． 

第 i嵐クラスでは，Table C.1に従ってHS時刻歴が生成される．平穏海象中ではpcalm(HS)

に従う乱数により HS時刻歴が生成される． 

Fig. C.7(a)に第 1064 データ点 (40N 160E)嵐クラス発生確率（式(C.10)のプロファ

イルから得られる n(storm)に対する n(i)の比）を示す．図には，(C.11)式による調整を行

わない場合と行った場合の双方の結果を示す．HS,max|stormは 16m から 6m の範囲であ

る．調節なしプロファイルでは n(i)
/ n(storm)に振動が生じ，第 2 クラス嵐の発生数が零に

なるなど不自然なプロファイルになっている．一方，調節済プロファイルではこのよう

な不自然さがなく，n(i)
/ n(storm)は HS,max|stormの減少につれて単調に増加している．  

Fig. C.7(b)に，ISM=2 時間，6 時間の双方の場合について，式(C.11)の補正を行って決

定した嵐クラス発生確率と，JWA hindcast データを C.3 節に記載した方法で解析して

得た嵐クラス発生頻度を比較した結果を示す．図では，ISM の設定によらず，提案手法

により，元海象データとほぼ一致する嵐発生頻度を有する波高時刻歴が得られることが

示されている． 

各嵐中の HS頻度分布が実海象と大幅に異なる場合に，このような一致が見られる蓋

然性は低い．以上の結果は，提案する嵐プロファイル決定方法の有効性を示していると

いえる 
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(a) Comparison of the occurrence probability derived from Eq. (C.10) and that 

modified by (C.11). 

 

 

(b) Comparison of the determined occurrence probabilities for various short sea 

durations and that derived from JWA's hindcast data. 

 

Fig. C.7  Occurrence probability of storm classes (Data point 1064, 40N 160E). 
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上記により決定した 2G 嵐プロファイルを“試行プロファイル”とよび，試行プロフ

ァイルの Nj,iを Nj,i
2Gと表す．変動する嵐持続時間を dvarと表す．dvarは C.4 節に示し

た正規分布に従う乱数で発生させる．持続時間が dvar である嵐クラスの Nj,iを Nj,i
3Gと

表す．Nj,i
3Gは Nj,i

2Gの時間軸を式(C.12)により伸縮させることで決定する． 

  (C.12) 

3G 嵐モデルでは，Table C.1 の Nj,iの代りに(C.12)式の Nj,i
3Gを使用して短期海象時刻

歴を発生する． 

 

C.7 短期海象時刻歴の発生 

船の航行につれて積荷条件，海域（船位の直近データ点），季節が変わった時に，嵐

プロファイルを新しい条件に対応した別のプロファイルに切り替えて短期海象を発生

させる．短期海象時刻歴の発生手順を以下に示す． 

n) 乱数を使用したルーレット選択により嵐・平穏海象の別を決める．嵐，平穏海象の

発現確率 Pstorm，Pcalmは式(C.13)で与える． 

  (C.13) 

o) 平穏海象の場合，pcalm(HS)に従う乱数を発生させる． 

p) 嵐の場合，乱数を使用したルーレット選択により嵐クラスを決める．第 i 嵐クラス

の発現確率は n(storm)に対する n(i)の比として与える．第 i 嵐クラスでは，Table C. 1

に従って漸増漸減する HS時刻歴を発生させる． 

q) HS が決まったら，(C.1)式の条件付き確率を用いて，乱数を使用したルーレット選

択により平均波周期 Tmを決める． 

以上の手続きにより短期海象（HSと Tm）の時刻歴が発生できる． 

 

C.8 相対波出会い角の決定 

北大西洋を Fig. C.8 に示す North Side, Mid Side, South Side に 3 領域に分割する．

C.3 節の海象データにおける，各領域内の春(3-5 月)，夏(6-8 月)，秋(9-11 月)，冬(12-2
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月)の波方位角発現数を集計し，各領域・各季節でのの発現頻度分布 fを決定した．

各領域の春季の fを Fig. C.9 に示す．図では各領域ともが 240º ~360 º の方向に指向

性を有すること，の指向性が North Side で強いことが示されている． 

短期海象時刻歴を発生させる際に，対象船が航行中の領域における fを使用したルー

レット選択によりを決める．既知の船の航海履歴よりを与える．これらより相対波出

会い角を式(C.14)で決定する． 

    (C.14) 

 

 

Fig. C.8  Areas where wave direction’s occurrence probability is examined in North 

Atlantic Ocean. 

 

 

 

Fig. C.9  Wave direction’s probability distribution f obtained by hindcast data of 

the North Atlantic Ocean (spring season). 
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C.8 応力時刻歴の発生 

前節までの手続きで(HS, Tm, )の時刻歴が生成される．(HS, Tm）に対する波浪スペク

トル S()を決定する．は平均角周波数で =2/Tmと計算される．本研究では S()と

して ISSC スペクトルを使用した． 

耐航性解析と構造解析を行って対象構造部材の応力応答関数（RAO）を決定する．(Tm, 

)に対する RAO を S()に乗じて応力スペクトルを決定する．個別波応力範囲の時刻歴

を，応力スペクトルに対応した Rayleigh 分布に従う乱数列として発生する． 
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